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Ⅴ-2-10 その他発電用原子炉の附属施設の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-10-1-2 非常用ディーゼル発電装置の耐震性についての計算書 
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1. 一般事項

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関が設計用地震

力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。その

耐震評価は，応力評価及び機能維持評価により行う。 

非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関は，設計基準対象施設においては既設のＳク

ラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重

大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた耐震評価を示す。 

1.1 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3

年）に準拠して評価する。 

1.2 計算条件 

(1) ディーゼル機関質量は，重心に集中するものとする。

(2) 地震力はディーゼル機関に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(3) ディーゼル機関は据付台床上にあり，据付台床は基礎ボルトで基礎に固定された

固定端とする。また，ディーゼル機関は据付台床上に取付ボルトで固定されるもの

とする。 

(4) 転倒方向は図 1－1 概要図における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算

書には計算結果の厳しい方を記載する。 

図 1－1 概要図
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1.3 記号の説明 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａ 

Ａｂi 

ＡＳ 

ＣＥＨ 

ＣＥＶ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄi 

Ｅ 

Ｆｉ 

Ｆｉ 

Ｆｂｉ 

ƒｓｂｉ

ƒｔｏｉ

ƒｔｓｉ

Ｇ 

g 

Ｈ 

ｈｉ 

Ｉ 

Ｌ 

１ｉ

２ｉ

ＭＥ 

ｍｉ 

Ｎ 

ｎｉ 

ｎfｉ 

Ｐ 

Ｑｂｉ 

Ｓｕｉ 

Ｓｙｉ 

ＴＨ 

ＴＶ 

π 

σｂｉ 

τｂｉ 

最小断面積 

ボルトの軸断面積 

最小有効せん断断面積 

ディーゼル機関往復運動による水平方向震度 

ディーゼル機関往復運動による鉛直方向震度 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1 本当たり） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

せん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

据付台床上面から重心までの距離 

据付面又は取付面から重心までの距離 

断面二次モーメント 

据付面から据付台床上面までの距離 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

ディーゼル機関回転により作用するモーメント 

運転時質量 

回転速度（ディーゼル機関の定格回転速度） 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

ディーゼル機関出力 

ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

水平方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm4 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

kg 

min-1 

－ 

－ 

kW 

N 

MPa 

MPa 

s 

s 

－ 

MPa 

MPa 
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注 1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版

（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007

年）をいう。 

注 2：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ， １ｉ， ２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：機関取付ボルト 

注 3：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：機関取付面 

注記＊： １ｉ≦ ２ｉ
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりである。 

表 1－1 表示する数値の丸め方

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

2. 構造説明

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

主要区分 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

非常用ディーゼル 

発電機 

ディーゼル機関 

ディーゼル機関を

機関取付ボルトで

据付台床に取り付

け，据付台床を基

礎ボルトで基礎に

据え付ける。 

４サイクル竪形 

１８気筒ディーゼ

ル機関

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-1 R0 

 

基礎ボルト

機関取付ボルト

基礎基礎

据付台床

5
 



3. 計算方法

3.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル

ディーゼル機関は，1.2 節より図 3－1 に示す下端固定の１質点系振動モデルとし

て考える。 

ｍ１ 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期

水平方向固有周期は次式で求める。

ｍ１   Ｌ３  Ｌ２・Ｈ Ｌ 

1000  3・Ｅ・Ｉ 2・Ｅ・Ｉ  ＡＳ・Ｇ 

(3) 鉛直方向固有周期

鉛直方向固有周期は次式で求める。

ｍ１   ｈ１ 

1000 Ａ・Ｅ

据付台床上面

Ｈ

ＴＨ＝ 2・π・ 

・・・・・・・・（3.1.1）

＋ ・
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3.2 応力の計算方法 

3.2.1 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動による震度及

びディーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断

力について計算する。 

図 3－2 計算モデル（軸直角方向転倒） 

図 3－3 計算モデル（軸方向転倒） 

転倒方向

ｈ
１

１１ ２１ １１ ２１（ １１≦ ２１）

転倒支点となる

ボルト列

引張りを受ける

ボルト列

転倒支点

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g
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転倒方向

ｈ
１

転倒支点となる

ボルト列

１１ ２１ １１ ２１

引張りを受ける

ボルト列

転倒支点 （ １１≦ ２１）

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g



(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 3－2 及び図 3－3 で基

礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものと

して計算する。 

なお，計算モデル図 3－3 の場合は，ディーゼル機関回転によるモーメント＊は

作用しない。 

引張力 

(ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ１・g・ｈ１＋ＭＥ－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ１・g・ １１

ｎｆ１・（ １１＋ ２１） 

 

60 

2・π・Ｎ

（1 kW＝10６ N･mm/s） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディー

ゼル機関の回転速度を考慮して定める値である。 

引張応力 

Ｆｂ１ 

Ａｂ１

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ１は 

π 

4 

ただし，Ｆｂ１が負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計

算は行わない。 

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ１＝(ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ１・g 

せん断応力 

Ｑｂ１ 

ｎ１・Ａｂ１ 

Ｆｂ１＝ 

σｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.2）

τｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.5）

Ａｂ１＝ ・ｄ１
２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.3）
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・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.4）

注記＊：ＭＥ＝ ・10６・Ｐ

・・・・・・・・・・・（3.2.1）



3.2.2 機関取付ボルトの応力 

機関取付ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動による震

度及びディーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせ

ん断力について計算する。 

図 3－4 計算モデル（軸直角方向転倒） 

図 3－5 計算モデル（軸方向転倒）
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転倒方向

ｈ
２

１２ ２２ １２ ２２（ １２≦ ２２）

転倒支点となる

ボルト列

引張りを受ける

ボルト列

転倒支点

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g

転倒方向

ｈ
２

転倒支点となる

ボルト列

１２ ２２ １２ ２２

引張りを受ける

ボルト列

転倒支点 （ １２≦ ２２）

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g



(1) 引張応力

機関取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 3－4 及び図 3－5

で機関取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の機関取付ボルトで

受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 3－5 の場合は，ディーゼル機関回転によるモーメント＊は

作用しない。 

引張力 

 (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ２・g・ｈ２＋ＭＥ－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ２・g・ １２

ｎｆ２・（ １２＋ ２２） 

60 

2・π・Ｎ

（1 kW＝10６ N･mm/s） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディー

ゼル機関の回転速度を考慮して定める値である。 

引張応力 

Ｆｂ２ 

Ａｂ２

ここで，機関取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は 

π 

4 

ただし，Ｆｂ２が負のとき機関取付ボルトには引張力が生じないので，引張応力

の計算は行わない。 

(2) せん断応力

機関取付ボルトに対するせん断力は機関取付ボルト全本数で受けるものとして

計算する。 

せん断力 

Ｑｂ２＝(ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ２・g 

せん断応力 

Ｑｂ２ 

ｎ２・Ａｂ２

Ｆｂ２＝ 

σｂ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.7）

τｂ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.10）

Ａｂ２＝

・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.9）

・ｄ２
２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.8）
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・・・・・・・・・・・（3.2.6）



3.3 荷重の組合せ及び許容応力 

3.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関の荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 3－2 に示す。 

3.3.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関の許容応力を表 3－3 に示す。 

3.3.3 使用材料の許容応力 

非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関の使用材料の許容応力のうち設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 3－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 3－5 に示す。

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
2
-
1 
R
0

11 



表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機 

ディーゼル機関 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機 

ディーゼル機関 

常設耐震／防止

常設／緩和 
－ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊3 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-1 R0 

1
2
 



表 3－3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ  ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ  ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：その他の支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金については，本読み替えを行わない。

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-1 R0 

＊2＊
 

＊2＊

＊2＊ ＊2＊

＊2＊
 

＊
 

＊2＊ ＊
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表 3－4 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ(RT) 

（MPa）

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 211 394 － 

機関取付ボルト SS41 周囲環境温度 211 394 － 

表 3－5 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ(RT) 

（MPa）

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 211 394 － 

機関取付ボルト SS41 周囲環境温度 211 394 － 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-1 R0 

1
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4. 評価方法

4.1 固有周期の評価 

3.1 節で求めた固有周期から添付書類Ⅴ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，

水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

4.2 応力の評価 

4.2.1 ボルトの応力評価 

3.2 節で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以

下であること。 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下で

あること。 

ƒｔｓｉ＝ 1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ  ・・・・・・・・・・・・（4.2.1） 

かつ， 

ƒｔｓｉ≦ƒｔｏｉ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.2） 

ただし，ƒｔｏｉ及び ƒｓｂｉは下表による。

弾 性 設 計 用 地 震 動Ｓ ｄ

又 は 静 的 震 度 に よ る

荷重との組合せの場合

基 準 地 震 動Ｓ ｓ に よる

荷重との組合せの場合

許 容 引 張 応 力

ƒｔｏｉ

Ｆ

2
・1.5

ｉ
・1.5

2

Ｆ  ｉ

許 容 せ ん 断 応 力

ƒｓｂｉ

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

＊
＊
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5. 機能維持評価

非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関の地震時又は地震後の動的機能維持評価につ

いて，以下に示す。 

5.1 機能維持評価方法 

非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関は地震時動的機能維持が確認された機種と

類似の構造及び振動特性を持っているため，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に記載の機能確認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 

評価部位 形式 方向 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

機 関 
中速形 

ディーゼル 

機関 

水平 1.1 

鉛直 1.0 

ガ バ ナ 

水平 1.8 

鉛直 1.0 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関の設計基準対象施設としての耐震評価結果

を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

(3) 機能維持に対する評価

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有すること

を確認した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。

(2) 機能維持に対する評価

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。
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【非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び

床面高さ
（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ディーゼル機関

往復運動による
水平方向震度

ディーゼル機関

往復運動による
鉛直方向震度

最高使用温度
（℃） 

周囲環境温度
（℃） 

水平方向 鉛直方向
水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

非常用ディーゼル発電機 
ディーゼル機関 

Ｓ 
原子炉建屋
EL. -4.0＊

ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 － 

注記＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ 

（kg） 
ｈｉ 

（mm） 

 １ｉ（mm）  ２ｉ（mm） 

ｎｉ 

ｎｆｉ 

弾性設計用
地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動
Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（ｉ＝1） 

3645 3645 3645 3645 20 2 2 

機関取付ボルト 
（ｉ＝2） 

3645 3645 3645 3645 38 2 2 

部     材 
Ａｂｉ 

（mm2） 
Ｓｙｉ 

（MPa） 
Ｓｕｉ 

（MPa） 

Ｆｉ（MPa） Ｆｉ（MPa） 転倒方向 ＭＥ（N･mm） 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（ｉ＝1） 

3.217×103 
(φ64) 

 211＊1

(40mm＜径≦100mm)
 394＊1

(40mm＜径≦100mm)
211 253 軸 軸 － － 

機関取付ボルト 

（ｉ＝2） 

1.810×103 

(M48) 

 211＊1

(40mm＜径≦100mm)

 394＊1

(40mm＜径≦100mm)
211 253 軸 軸 － － 

機関出力
Ｐ（kW） 

回転速度 
Ｎ（min-1）

縦弾性係数 
Ｅ（MPa） 

せん断弾性係数
Ｇ（MPa） 

最小断面積 
Ａ（mm2） 

断面二次モーメント 
Ｉ（mm4） 

有効せん断断面積 
ＡＳ（mm2） 

5500 429  201000＊1  77300＊1 7.926×105 1.883×1010 3.733×104 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-1 R0 
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注記＊1：周囲環境温度で算出
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N）

部   材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
8.845×104 8.845×104 

機関取付ボルト 
（ｉ＝2） 

6.147×104 6.147×104 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力     （単位：MPa） 

注記＊：(4.2.2)式により算出 

すべて許容応力以下である。 

1.4.2 動的機能の評価結果     (単位：×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

機 関
水平方向 0.72 1.1 

鉛直方向 0.75 1.0 

ガ バ ナ 
水平方向 0.72 1.8 

鉛直方向 0.75 1.0 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト SS41 

引張り σｂ１＝ 28 ƒｔｓ１＝158＊ σｂ１＝ 28 ƒｔｓ１＝190＊

せん断 τｂ１＝ 14 ƒｓｂ１＝122 τｂ１＝ 14 ƒｓｂ１＝146

機関取付ボルト SS41 

引張り σｂ２＝ 34 ƒｔｓ２＝158＊ σｂ２＝ 34 ƒｔｓ２＝190＊

せん断 τｂ２＝ 12 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝ 12 ƒｓｂ２＝146

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-1 R0 

1
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機関取付ボルト

軸方向

据付台床

ｈ
１

１１ ２１

ｈ
２

ｍ２・g

Ａ Ａ

 Ａ～Ａ矢視図 

１２ ２２

転倒方向
転倒方向
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（ １ｉ≦ ２ｉ）



【非常用ディーゼル発電機ディーゼル機関の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び

床面高さ
（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ディーゼル機関

往復運動による
水平方向震度

ディーゼル機関

往復運動による
鉛直方向震度

最高使用温度
（℃） 

周囲環境温度
（℃） 

水平方向 鉛直方向
水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

非常用ディーゼル発電機 
ディーゼル機関 

― (Ｓｓ機能維持) 
原子炉建屋
EL. -4.0＊

― ―― ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 － 

注記＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ 

（kg） 
ｈｉ 

（mm） 

 １ｉ（mm）  ２ｉ（mm） 

ｎｉ 

ｎｆｉ 

弾性設計用
地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動
Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（ｉ＝1） 

－ 3645 － 3645 20 － 2 

機関取付ボルト 
（ｉ＝2） 

－ 3645 － 3645 38 － 2 

部     材 
Ａｂｉ 

（mm2） 
Ｓｙｉ 

（MPa） 
Ｓｕｉ 

（MPa） 

Ｆｉ（MPa） Ｆｉ（MPa） 転倒方向 ＭＥ(N･mm) 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（ｉ＝1） 

3.217×103 
(φ64) 

 211＊1

(40mm＜径≦100mm)
 394＊1

(40mm＜径≦100mm)
－ 253 － 軸 － － 

機関取付ボルト 

（ｉ＝2） 

1.810×103 

(M48) 

 211＊1

(40mm＜径≦100mm)

 394＊1

(40mm＜径≦100mm)
－ 253 － 軸 － － 

機関出力
Ｐ（kW） 

回転速度 
Ｎ（min-1）

縦弾性係数 
Ｅ（MPa） 

せん断弾性係数
Ｇ（MPa） 

最小断面積 
Ａ（mm2） 

断面二次モーメント 
Ｉ（mm4） 

有効せん断断面積 
ＡＳ（mm2） 

5500 429  201000＊1  77300＊1 7.926×105 1.883×1010 3.733×104 

＊

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-1 R0 

2
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注記＊1：周囲環境温度で算出

長方形

長方形

長方形

長方形



2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N）

部   材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
－ 8.845×104 － 

機関取付ボルト 
（ｉ＝2） 

－ 6.147×104 － 

2.4 結論

2.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

注記＊：(4.2.2)式により算出 

すべて許容応力以下である。 

2.4.2 動的機能の評価結果    （単位：×9.8 m/s2） 

評価用加速度 機能確認済加速度 

機 関
水平方向 0.72 1.1 

鉛直方向 0.75 1.0 

ガ バ ナ 
水平方向 0.72 1.8 

鉛直方向 0.75 1.0 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト SS41 

引張り － － σｂ１＝ 28 ƒｔｓ１＝190＊

せん断 － － τｂ１＝ 14 ƒｓｂ１＝146

機関取付ボルト SS41 

引張り － － σｂ２＝ 34 ƒｔｓ２＝190＊

せん断 － － τｂ２＝ 12 ƒｓｂ２＝146

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-1 R0 

2
2
 

長方形
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機関取付ボルト

軸方向
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ｈ
１
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1. 一般事項

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の

設計方針に基づき，非常用ディーゼル発電機空気だめが設計用地震力に対して十分な構

造強度を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価により行う。 

非常用ディーゼル発電機空気だめは，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施

設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故

緩和設備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 

1.1 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3

年）に準拠して評価する。 
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1.2 記号の説明 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ 

Ａｓ 

Ａｓ１ 

Ａｓ２ 

Ａｓ３ 

Ａｓ４ 

ａ 

ｂ 

Ｃ１ 

Ｃ２ 

Ｃｃｊ 

ＣＨ 

Ｃ ｊ 

ＣＶ 

Ｄi 

ｄ１ 

ｄ２ 

Ｅｓ 

Ｆ 

Ｆ 

ƒｓｂ

ƒｔｏ

ƒｔｓ

Ｇｓ 

ｈ１ 

ｈ２ 

基礎ボルトの軸断面積 

第１脚の断面積 

第１脚の長手方向に対する有効せん断断面積 

第１脚の横方向に対する有効せん断断面積 

第１脚の長手方向に対するせん断断面積 

第１脚の横方向に対するせん断断面積 

第１脚底板の長手方向幅 

第１脚底板の横方向幅 

第１脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の２分の１ 

（胴の横方向） 

第１脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の２分の１ 

（胴の長手方向） 

周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得

られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

水平方向設計震度 

軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得

られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

鉛直方向設計震度 

胴の内径 

第１脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 

第１脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの長手方向

の距離 

脚の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1 又は SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

脚のせん断弾性係数 

基礎から第１脚の胴付け根部までの高さ 

基礎から胴の中心までの高さ 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

＊
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｈ 

Ｉｓｘ 

Ｉｓｙ 

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ

Ｋｃｊ，Ｋ ｊ

０

ｉ

ｗ

Ｍ１ 

Ｍ２ 

ｍ０ 

ｍｉ 

ｍｓ１ 

ｍｓ２ 

ｎ 

ｎ１ 

ｎ２ 

Ｒ１ 

Ｒ２ 

Ｓ 

Ｓａ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ）

ｓ 

Ｔ１ 

Ｔ２ 

Ｔ３ 

水頭 

第１脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント 

第１脚の横方向軸に対する断面二次モーメント 

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

脚中心間距離 

第１脚より各荷重までの距離（ここで第２脚側の距離は正，

その反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

当て板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ 

第１脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント 

第２脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント 

容器の運転時質量 

容器各部の質量（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

第１脚の質量 

第２脚の質量 

脚１個当たりの基礎ボルトの本数 

長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの

本数 

横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本

数 

第１脚の受ける荷重 

第２脚の受ける荷重 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 

胴及び脚の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の

40℃における値 

基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 

長手方向固有周期 

横方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

mm 

mm4 

mm4 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

s 

s 

s 
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注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版を含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）

をいう。

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

ｔ 

ｔｅ 

Ｚｓｘ 

Ｚｓｙ 

θ 

θ０ 

θｗ 

σ０ 

σ１ 

σ２ 

σｂ 

σＳ１ 

σＳ２ 

τｂ 

第１脚側胴板の厚さ 

第 1 脚付け根部における胴の有効板厚 

第１脚の長手方向軸に対する断面係数 

第１脚の横方向軸に対する断面係数 

引用文献(1)による胴の有効範囲角の２分の１ 

胴の第１脚端部より鉛直軸までの角度 

胴の第１脚端部より当板端部までの角度 

胴の一次一般膜応力の最大値 

胴の一次応力の最大値 

胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 

脚の一次応力の最大値 

脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 

mm 

mm 

mm3 

mm3 

rad 

rad 

rad 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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1.3 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりである。 

表 1－1 表示する数値の丸め方

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa － － 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長

さ

下記以外の長さ mm － － 整数位＊1 

胴板の厚さ mm － － 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

2. 構造説明

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電機空気だめの構造計画を表 2－1 に示す。
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表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

横置一胴 

円筒形容器 

胴板を 4 個の脚で支

持し，脚をそれぞれ

基礎ボルトで基礎に

据え付ける。 

鏡板を有する横置

一胴円筒形 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 
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胴板 脚

基礎 
基礎ボルト 



3. 評価部位

非常用ディーゼル発電機空気だめの評価部位については，付録 2「横置一胴円筒形容

器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき，胴板，脚及び基礎ボルトにつ

いて実施する。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 非常用ディーゼル発電機空気だめの胴板，脚及び基礎ボルトの応力評価につい

ては，付録 2「横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」

に記載の横置一胴円筒形容器モデルと脚の形状が異なることから，詳細評価とし

て他社プラントの工事計画にて実績のある有限要素解析手法を適用する。 

(2) 解析コードはＡＢＡＱＵＳを使用する。

なお，評価に用いる解析コードＡＢＡＱＵＳの検証及び妥当性確認等の概要に

ついては，付録 19「計算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に

示す。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電機空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－2 に示す。 

4.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電機空気だめの許容応力を表 4－3～表 4－4 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力 

非常用ディーゼル発電機空気だめの使用材料の許容応力のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 4－6 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

注記 ＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機

空気だめ 

常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊4 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 
Ｓ クラス３容器＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許 容 限 界 ＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金については上記値と

1.2・Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析

を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は行わない。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値

ⅤＡＳ＊2 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は行わない。 

注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1

（ボ ル ト 等）

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ   －1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ   －1.6・τｂ）｝

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙ及びＳｙ（ＲＴ）をそれぞれ 1.2・Ｓｙ及び 1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替える。 

クラス３支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合

金については，本読み替えを行わない。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

1
0
 

＊2＊ ＊2＊

＊2＊ ＊2＊

＊2＊
＊2＊

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 



表 4－5 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa）

胴 板 SM50B 最高使用温度 60 304 471 － 

脚 SM50B 周囲環境温度 309 480 － 

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 231 394 － 

表 4－6 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa）

胴 板 SM50B 最高使用温度 60 304 471 － 

脚 SM50B 周囲環境温度 309 480 － 

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 231 394 － 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 

1
1
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4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルは，横置一胴円筒形容器の３次元シェルモデルを用いる。解析モデル図

を図 4－1 に，機器の諸元を表 4－7 に示す。 
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4.4 計算条件 

胴板の応力解析に用いる自重（胴板及び脚）及び荷重（地震荷重等）は，本計算書

の【非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】の設計条件及び

機器要目に示す。 

4.5 固有周期の評価 

4.1 節で求めた固有周期から添付書類Ⅴ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，

水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

4.6 応力の評価 

4.6.1 胴板及び脚の応力評価 

4.1 節で求めた各部の応力最大値が胴板の最高使用温度及び脚の周囲環境温度

における許容応力Ｓａ以下であること。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの

場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの 0.6 倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイ

ト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金にあっては許容引張応力

Ｓの 1.2 倍の方が大きい場合

は，この大きい方の値とする。

設計引張強さＳｕの 0.6 倍 

一 次 応 力 上記の 1.5 倍の値 上記の 1.5 倍の値 

一 次 応 力 と 

二 次 応 力 の 和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの 2 倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 
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4.6.2 基礎ボルトの応力評価 

4.1 節で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ

以下であること。 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下で

あること。 

ƒｔｓ＝ 1.4・ƒｔｏ－ 1.6・τｂ ・・・・・・・・・・・（4.6.2.1）

かつ， 

ƒｔｓ≦ƒｔｏ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.2）

ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。

弾 性 設 計 用 地 震 動Ｓ ｄ

又 は 静 的 震 度 に よ る

荷重との組合せの場合

基 準 地 震 動Ｓ ｓ に よ る

荷重との組合せの場合

許 容 引 張 応 力

ƒｔｏ

1.5 ・
2

Ｆ 
 

 
1.5 ・

2

Ｆ 
 

 

許 容 せ ん 断 応 力

ƒｓｂ

1.5 ・
3 1.5・

Ｆ
 1.5 ・

3 1.5・

Ｆ
 

＊
＊
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機空気だめの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下

に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認

した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。
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【非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

 （m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
比重

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 
Ｓ 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊ 
ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

ｍ１ 

（kg） 

ｍ２ 

（kg） 

ｍ３ 

（kg） 

ｍ４ 

（kg） 

ｍ５ 

（kg） 

ｍ６ 

（kg） 

ｍ７ 

（kg） 

－ － － － － － － 

１

（mm） 
２

（mm） 
３

（mm） 
４

（mm） 
５

（mm） 
６

（mm） 
７

（mm） 

Ｍ１ 

（N･mm） 

Ｍ２ 

（N･mm） 

Ｒ１ 

（N） 

Ｒ２ 

（N） 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － － － 

ｍ０ 

（kg） 

ｍＳ１ 

（kg） 

ｍＳ２ 

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

ｔｅ

（mm） 
０

（mm） 

ｈ１ 

（mm） 

ｈ２ 

（mm） 

θｗ 

（rad） 
ｗ

（mm） 

－ － 1200 22.0 22.0 － － － － － 

Ｃ１ 

（mm） 

Ｃ２ 

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm4） 

Ｉｓｙ

（mm4） 

Ｚｓｘ

（mm3） 

Ｚｓｙ

（mm3） 

θ０ 

（rad） 

θ 

（rad） 

－ － － － － － － － 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 
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ＡＳ 

（mm2） 

ＥＳ 

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 

ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）

ＡＳ３

（mm2） 

ＡＳ４

（mm2） 

－ 201000 － － － － － 

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２ 

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 
Ｓ（胴板）

（MPa）

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｆ（脚）

（MPa）

Ｆ （脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 

(16mm＜厚さ≦40mm)

471 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
－ 

309 

(16mm＜厚さ≦40mm)

480 

(16mm＜厚さ≦40mm)
－ － 

231 

(16mm＜径≦40mm)

394 

(16mm＜径≦40mm)
231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ

（mm） 

ｂ

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 

ｄ１ 

（mm） 

ｄ２ 

（mm） 

－ 4 － － － － 
452.4 

（M24） 
－ － 

＊

＊2

＊

＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 
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1.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

1.3.1 胴に生じる応力  （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 σ０ ＝ 90 σ０ ＝ 90 

一次 σ１ ＝ 107 σ１ ＝ 107 

一次＋二次 σ２ ＝ 31 σ２ ＝ 31 

1.3.2 脚に生じる応力  （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次 σＳ１ ＝ 80 σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 29 σＳ２ ＝ 29 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

引張り σｂ ＝ 9 σｂ ＝ 9 

せん断 τｂ ＝ 61 τｂ ＝ 61 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 

1
8
 



1.4 結論

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方  向 固 有 周 期 

長 手 方 向 

横 方 向 

鉛 直 方 向 

1.4.2 応力       （単位：MPa） 

注記 ＊：（4.6.2.2）式より算出 

すべて許容応力以下である。 

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 SM50B 

一 次 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト SS41 

引 張 り σｂ ＝ 9 ƒｔｓ ＝ 145 σｂ ＝ 9 ƒｔｓ ＝ 192 

せ ん 断 τｂ ＝ 61 ƒｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 61 ƒｓｂ ＝ 159 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 
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【非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面

高さ 

 （m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
比重

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 

－ 

 (Ｓｓ機能維持) 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊ 
－ － ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

ｍ１ 

（kg） 

ｍ２ 

（kg） 

ｍ３ 

（kg） 

ｍ４ 

（kg） 

ｍ５ 

（kg） 

ｍ６ 

（kg） 

ｍ７ 

（kg） 

－ － － － － － － 

１

（mm） 
２

（mm） 
３

（mm） 
４

（mm） 
５

（mm） 
６

（mm） 
７

（mm） 

Ｍ１ 

（N･mm） 

Ｍ２ 

（N･mm） 

Ｒ１ 

（N） 

Ｒ２ 

（N） 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － － － 

ｍ０ 

（kg） 

ｍＳ１ 

（kg） 

ｍＳ２ 

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

ｔｅ

（mm） 
０

（mm） 

ｈ１ 

（mm） 

ｈ２ 

（mm） 

θｗ 

（rad） 
ｗ

（mm） 

－ － 1200 22.0 22.0 － － － － － 

Ｃ１ 

（mm） 

Ｃ２ 

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm4） 

Ｉｓｙ

（mm4） 

Ｚｓｘ

（mm3） 

Ｚｓｙ

（mm3） 

θ０ 

（rad） 

θ 

（rad） 

－ － － － － － － － 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 
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ＡＳ 

（mm2） 

ＥＳ 

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 

ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）

ＡＳ３

（mm2） 

ＡＳ４

（mm2） 

－ 201000 － － － － － 

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２ 

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ

（mm） 

ｂ

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 

ｄ１ 

（mm） 

ｄ２ 

（mm） 

－ 4 － － － － 
452.4 

（M24） 
－ － 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板）

（MPa）

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｆ（脚）

（MPa）

Ｆ （脚)

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 

(16mm＜厚さ≦40mm)

471 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
－ 

309 

(16mm＜厚さ≦40mm)

480 

(16mm＜厚さ≦40mm)
－ － 

231 

(16mm＜径≦40mm)

394 

(16mm＜径≦40mm)
231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

＊ ＊

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 
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2.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

2.3.1 胴に生じる応力   （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

2.3.2 脚に生じる応力   （単位：MPa） 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力   （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

引張り － σｂ ＝ 9 

せん断 － τｂ ＝ 61 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 
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2.4 結論

2.4.1 固有周期 （単位：s） 

方  向 固 有 周 期 

長 手 方 向 

横 方 向 

鉛 直 方 向 

2.4.2 応力        （単位：MPa） 

注記 ＊：（4.6.2.2）式より算出 

すべて許容応力以下である。 

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 － － σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 SM50B 

一 次 － － σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト SS41 

引 張 り － － σｂ ＝ 9 ƒｔｓ ＝ 192 

せ ん 断 － － τｂ ＝ 61 ƒｓｂ ＝ 159 
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Ⅴ-2-10-1-2-3 非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの 
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1. 一般事項

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の

設計方針に基づき，非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクが設計用地震力に対し

て十分な構造強度を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価

により行う。 

非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクは，設計基準対象施設においては既設の

Ｓクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 

1.1 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3

年）に準拠して評価する。 
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1.2 記号の説明 

記  号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ０

Ａｂ

Ａｓ

Ａｓ１

Ａｓ２

Ａｓ３

Ａｓ４

ａ 

Ｂ０

ｂ 

Ｃ１

Ｃ２

Ｃｃｊ

ＣＨ

Ｃ ｊ

ＣＶ

Ｄi

ｄ１

ｄ２

Ｅ 

 Ｅ’ 

Ｅｓ

Ｆ 

Ｆ 

ｓｂ

ｔｏ

ｔｓ

Ｇｓ

設計・建設規格 PVB-3315 に定める値 

基礎ボルトの軸断面積 

第１脚の断面積 

第１脚の長手方向に対する有効せん断断面積 

第１脚の横方向に対する有効せん断断面積 

第１脚の長手方向に対するせん断断面積 

第１脚の横方向に対するせん断断面積 

第１脚底板の長手方向幅 

設計・建設規格 PVB-3315 に定める値 

第１脚底板の横方向幅 

第１脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の２分の１ 

（胴の横方向） 

第１脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の２分の１ 

（胴の長手方向） 

周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得

られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

水平方向設計震度 

軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得

られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

鉛直方向設計震度 

胴の内径 

第１脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 

第１脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの長手方向

の距離 

材料の使用温度における縦弾性係数 

設計・建設規格 添付 4－2 に定める値（＝2.07×105） 

脚の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1 又は SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

脚のせん断弾性係数 

－ 

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm 

－ 

mm 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

＊
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記  号 記 号 の 説 明 単 位 

ｈ１

ｈ２

Ｈ 

Ｉｓｘ

Ｉｓｙ

Ｋ 

Ｋｅ

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ

Ｋｃｊ，Ｋ ｊ

０

ｉ

ｗ

Ｍ１

Ｍ２

ｍ０

ｍｉ

ｍｓ１

ｍｓ２

ｎ 

ｎ１

ｎ２

Ｎ 

Ｎａ

Ｎ１

Ｎ２

ｑ 

Ｒ１

Ｒ２

Ｓ 

Ｓａ

Ｓａ’ 

基礎から第１脚の胴付け根部までの高さ 

基礎から胴の中心までの高さ 

水頭 

第１脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント 

第１脚の横方向軸に対する断面二次モーメント 

疲労強度減少係数または応力集中係数 

繰返しピーク応力強さの割増し係数 

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

脚中心間距離 

第１脚より各荷重までの距離（ここで第２脚側の距離は正，

その反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

当て板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ 

第１脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント 

第２脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント 

容器の運転時質量 

容器各部の質量（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

第１脚の質量 

第２脚の質量 

脚１個当たりの基礎ボルトの本数 

長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの

本数 

横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本

数 

実際の繰返し回数 

許容繰返し回数 

Ｓ１に対応する許容繰返し回数 

Ｓ２に対応する許容繰返し回数 

設計・建設規格 PVB-3315 に定める値 

第１脚の受ける荷重 

第２脚の受ける荷重 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 

胴及び脚の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 添付 4-2.2 に定める値 

mm 

mm 

mm 

mm4

mm4

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 
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注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版を含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）

をいう。

記  号 記 号 の 説 明 単 位 

Ｓ

Ｓ ’ 

Ｓｎ

Ｓｍ

Ｓｐ

Ｓｕ

Ｓｙ

Ｓｙ（ＲＴ）

Ｓ１

Ｓ２

ｓ 

Ｔ１

Ｔ２

Ｔ３

ｔ 

ｔｅ

Ｕｆ

Ｚｓｘ

Ｚｓｙ

θ 

θ０

θｗ

σ０

σ１

σ２

σｂ

σＳ１

σＳ２

τｂ

繰返しピーク応力強さ 

補正した繰返しピーク応力強さ 

一次＋二次応力強さ（＝算出応力） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める値 

応力集中係数を考慮した一次＋二次応力強さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の

40℃における値 

設計・建設規格 付録材料図表 添付 4-2.2 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 添付 4-2.2 に定める値 

基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 

長手方向固有周期 

横方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

第１脚側胴板の厚さ 

第１脚付け根部における胴の有効板厚 

疲労累積係数 

第１脚の長手方向軸に対する断面係数 

第１脚の横方向軸に対する断面係数 

引用文献(1)による胴の有効範囲角の２分の１ 

胴の第１脚端部より鉛直軸までの角度 

胴の第１脚端部より当板端部までの角度 

胴の一次一般膜応力の最大値

胴の一次応力の最大値 

胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 

脚の一次応力の最大値 

脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

s 

s 

s 

mm 

mm 

－ 

mm3

mm3

rad 

rad 

rad 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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1.3 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりである。 

表 1－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa － － 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長

さ

下記以外の長さ mm － － 整数位＊1

胴板の厚さ mm － － 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

2. 構造説明

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

横置一胴 

円筒形容器 

胴板を 6 個の脚で支

持し，脚をそれぞれ

基礎ボルトで基礎に

据え付ける。 

鏡板を有する横置

一胴円筒形 

胴板 脚 

基礎 

基礎ボルト 
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3. 評価部位

非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの評価部位については，付録 2「横置一

胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき，胴板，脚及び基礎

ボルトについて実施する。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの胴板，脚及び基礎ボルトの応力

評価については，付録 2「横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の

基本方針」に記載の横置一胴円筒形容器モデルと脚の形状が異なることから，詳

細評価として他社プラントの工事計画にて実績のある有限要素解析手法を適用

する。 

(2) 解析コードはＡＢＡＱＵＳを使用する。

なお，評価に用いる解析コードＡＢＡＱＵＳの検証及び妥当性確認等の概要に

ついては，付録 19「計算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に

示す。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの荷重の組合せ及び許容応力状態

のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

4.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの許容応力を表 4－3～表 4－4 に

示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力 

非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの使用材料の許容応力のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－6 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

注記 ＊：クラス２，３容器及びクラス２，３支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電装置 

燃料油デイタンク 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊4

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電装置 

燃料油デイタンク 
Ｓ －＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 
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NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-3 R0 

表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許 容 限 界 ＊1

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル

合 金 に つ い て は 上 記 値 と

1.2・Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析

を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は行わない。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ＊2

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0

以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は行わない。 

注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1

（ボ ル ト 等）

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ  ，（2.1・ｆｔ  －1.6・τｂ）｝ 

ⅤＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ  ，（2.1・ｆｔ  －1.6・τｂ）｝ 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙ及びＳｙ（ＲＴ）をそれぞれ 1.2・Ｓｙ及び 1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替える。 

クラス３支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金

については，本読み替えを行わない。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊2 ＊ ＊2 ＊

＊2 ＊ ＊2 ＊

＊2 ＊

＊2 ＊ ＊2 ＊

＊2 ＊
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表 4－5 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓｕ

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

胴 板 SS41 最高使用温度 55 239 391 － 

脚 SS41 周囲環境温度 231 394 － 

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 231 394 － 

表 4－6 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓｕ

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

胴 板 SS41 最高使用温度 55 239 391 － 

脚 SS41 周囲環境温度 231 394 － 

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 231 394 － 

長方形

長方形
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4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルは，横置一胴円筒形容器の３次元シェルモデルを用いる。解析モデル図

を図 4－1 に，機器の諸元を表 4－7 に示す。 
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4.4 計算条件 

胴板の応力解析に用いる自重（胴板及び脚）及び荷重（地震荷重等）は，本計算書

の【非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの耐震性についての計算結果】の設

計条件及び機器要目に示す。 

4.5 固有周期の評価 

4.1 節で求めた固有周期から添付書類Ⅴ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，

水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

4.6 応力の評価 

4.6.1 胴板及び脚の応力評価 

4.1 節で求めた各部の応力最大値が胴板の最高使用温度及び脚の周囲環境温度

における許容応力Ｓａ以下であること。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの  

場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの 0.6 倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイ

ト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金にあっては許容引張応力

Ｓの 1.2 倍の方が大きい場合

は，この大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの 0.6 倍 

一 次 応 力 上記の 1.5 倍の値 上記の 1.5 倍の値 

一 次 応 力 と 

二 次 応 力 の 和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの 2 倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 



14 

N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
2
-
3 
R
0
 

4.6.2 基礎ボルトの応力評価 

4.1 節で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓ

以下であること。 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ｓｂ以下で

あること。 

ｔｓ＝ 1.4・ ｔｏ－ 1.6・τｂ ・・・・・・・・・・・（4.6.2.1）

かつ， 

ｔｓ≦ ｔｏ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.2）

ただし， ｔｏ及び ｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓ ｄ

又 は 静 的 震 度 に よ る

荷重との組合せの場合

基準地震動Ｓ ｓ による

荷重との組合せの場合

許 容 引 張 応 力

ｔｏ

1.5・
2

Ｆ
1.5・

2

Ｆ

許 容 せ ん 断 応 力

ｓｂ

1.5・
31.5・

Ｆ
1.5・

31.5・

Ｆ

＊
 

＊
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4.7 疲労解析評価 

胴板及び脚の応力評価において，一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの 2 倍を上回る場合には，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版を含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年） 

PVB-3315 に規定された簡易弾塑性評価方法に基づき，疲労解析評価を実施する。 

なお，疲労解析評価に用いる実際の繰返し回数Ｎは 回とする。 

(1) 応力集中係数を考慮した一次＋二次応力強さ

応力集中係数を考慮した一次＋二次応力強さＳｐを次式により求める。

Ｓｐ＝Ｓｎ・Ｋ 

ここで，応力集中係数Ｋは，理論的に求めた値または表 4－8 に示す値を使用し，

解析を実施する。 

表 4－8 疲労強度減少係数または応力集中係数 

容器の部分 
疲労強度減少係数  

または応力集中係数 

局部的な構造上の不連続部 5 

ボルトのねじ部 4 

容器のラグ，ブラケット等の取付物（強め材，支持

構造物及び炉心支持構造物を除く）を取り付ける

すみ肉溶接部 

4 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.7.1）
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(2) 繰返しピーク応力強さ

繰返しピーク応力強さＳ を次式により求める。

Ｋｅ・Ｓｐ

 2 

ここで，繰返しピーク応力強さの割増し係数Ｋｅは，次の手順で求める。 

a. Ｋ＜Ｂ０の場合

(a)  Ａ０ Ａ０

 Ｓｎ Ｋ Ｋ 

3・Ｓｍ 2・Ａ０

Ｓｎ 1 

3・Ｓｍ Ｋ 

(b) Ａ０ Ａ０

 Ｓｎ Ｋ Ｋ 

3・Ｓｍ 2・Ａ０

3・Ｓｍ

Ｓｎ

b. Ｋ≧Ｂ０の場合

(a) 1 

 Ｓｎ Ｋ 

3・Ｓｍ  ａ 

Ｓｎ 1 

3・Ｓｍ  Ｋ 

(b) 1 

 Ｓｎ Ｋ 

3・Ｓｍ  ａ 

3・Ｓｍ

Ｓｎ

Ｓ ＝

＜

ｑ＋ －1 － ｑ＋ －1
2
－4・Ａ０・（ｑ－1 ）

≧

ｑ＋ －1 － ｑ＋ －1
2
－4・Ａ０・(ｑ－1 )

Ｋｅ＝Ｋｅ＊＝1＋Ａ０・ －

Ｋｅ＝Ｋｅ ＝1＋(ｑ－1 ) ・ 1 －’

＜

(ｑ－1 ) － Ａ０・ 1－ ・(ｑ－1 )

＋Ａ０・ 1－ ＋1－ａＫｅ＝Ｋｅ＊＊＝ａ・

≧

(ｑ－1 ) － Ａ０・ 1－ ・(ｑ－1 )

Ｋｅ＝Ｋｅ ＝1＋(ｑ－1 ) ・ 1 －’

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.7.2）

・・・・・・・・・（4.7.3）

・・・・・・・・（4.7.4）

・・・（4.7.5）

・・・・・・・・（4.7.6）



17 

N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
2
-
3 
R
0
 

ここで， 

Ｓｐ

Ｓｎ

1  1 

Ｋ Ｋ 

また，ｑ，Ａ０及びＢ０を表 4－9 に示す。 

表 4－9 ｑ，Ａ０及びＢ０の値 

材料の種類 ｑ Ａ０ Ｂ０

低合金鋼 3.1 1.0 1.25 

マルテンサイト系ステンレス鋼 3.1 1.0 1.25 

炭素鋼 3.1 0.66 2.59 

オーステナイト系ステンレス鋼 3.1 0.7 2.15 

高ニッケル合金 3.1 0.7 2.15 

(3) 繰返しピーク応力強さの補正

縦弾性係数比を考慮し，繰返しピーク応力強さＳ を次式で補正する。

Ｓ ・Ｅ’

Ｅ 

(4) 許容繰返し回数

許容繰返し回数Ｎａは次式により求める。

Ｎ１

Ｎ２

(5) 疲労累積係数

疲労累積係数Ｕｆが次式を満足することを確認する。

Ｎｃ（ｉ）

Ｎａ（ｉ）

Ｋ ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.7.7）

Ａ０・ 1－ ＋(ｑ－1 )－2・ Ａ０・ 1－ ・(ｑ－1 )ａ＝

・・・・・・・・・・・（4.7.8）

Ｓ ’＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.7.9）

Ｎａ＝ Ｎ２・

logＳ２／Ｓａ’

logＳ２／Ｓ１

・・・・・・・・・・・・・・・（4.7.10）

Ｕｆ＝ ≦ 1.0Σ
k

i=1

・・・・・・・・・・・・・・・・（4.7.11）
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの設計基準対象施設としての耐震評価

結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認

した。（一次＋二次応力については許容応力を超える結果となるが，一次＋二次＋ピー

ク応力が疲労解析評価により許容値以下となることを確認した。）

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの重大事故等時の状態を考慮した場合

の耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有する

ことを確認した。（一次＋二次応力については許容応力を超える結果となるが，一次＋

二次＋ピーク応力が疲労解析評価により許容値以下となることを確認した。） 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。
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【非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類

据付場所及び床面高さ

 （m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
比重 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電装置 

燃料油デイタンク 
Ｓ 

原子炉建屋 

EL. 8.2＊
ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 静水頭 55 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

ｍ１

（kg） 

ｍ２

（kg） 

ｍ３

（kg） 

ｍ４

（kg） 

ｍ５

（kg） 

ｍ６

（kg） 

ｍ７

（kg） 

－ － － － － － － 

１

（mm） 
２

（mm） 
３

（mm） 
４

（mm） 
５

（mm） 
６

（mm） 
７

（mm） 

Ｍ１

（N･mm） 

Ｍ２

（N･mm） 

Ｒ１

（N） 

Ｒ２

（N） 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － － 

ｍ０

（kg） 

ｍＳ１

（kg） 

ｍＳ２

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

ｔｅ

（mm） 
０

（mm） 

ｈ１

（mm） 

ｈ２

（mm） 

θｗ

（rad） 
ｗ

（mm） 

－ － 1800 9.0 12.0 － － － － － 

Ｃ１

（mm） 

Ｃ２

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm4） 

Ｉｓｙ

（mm4） 

Ｚｓｘ

（mm3） 

Ｚｓｙ

（mm3） 

θ０

（rad） 

θ 

（rad） 

－ － － － － － － － 

長方形
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ＡＳ

（mm2） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 

ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）

ＡＳ３

（mm2） 

ＡＳ４

（mm2） 

－ 201000 － － － － － 

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板）

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｆ（脚）

（MPa） 

Ｆ （脚） 

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

239 

(厚さ≦16mm) 

391 

(厚さ≦16mm) 
－ 

231 

(16mm＜厚さ≦40mm)

394 

(16mm＜厚さ≦40mm)
－ － 

231 

(16mm＜径≦40mm) 

394 

(16mm＜径≦40mm) 
231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２
ａ

（mm） 

ｂ

（mm） 

Ａｂ

（mm2） 

ｄ１

（mm） 

ｄ２

（mm） 

－ 6 － － － － 
706.9 

（M30） 
－ － 

＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 
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1.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

1.3.1 胴に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 σ０ ＝ 27 σ０ ＝ 27 

一 次 σ１ ＝ 87 σ１ ＝ 87 

一次＋二次 σ２ ＝ 569 σ２ ＝ 569 

1.3.2 脚に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 σＳ１ ＝ 129 σＳ１ ＝ 129 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 540 σＳ２ ＝ 540 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り σｂ ＝ 24 σｂ ＝ 24 

せ ん 断 τｂ ＝ 72 τｂ ＝ 72 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方 向 固 有 周 期 

長 手 方 向 

横 方 向 

鉛 直 方 向 

1.4.2 応力  （単位：MPa） 

注記 ＊：（4.6.2.2）式より算出 

すべて許容応力以下である。 

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SS41 

一次一般膜 σ０ ＝ 27 Ｓａ ＝ 235 σ０ ＝ 27 Ｓａ ＝ 235 

一 次 σ１ ＝ 87 Ｓａ ＝ 352 σ１ ＝ 87 Ｓａ ＝ 352 

一次＋二次 σ２ ＝ 569 Ｓａ ＝ 478 σ２ ＝ 569 Ｓａ ＝ 478 

一次＋二次 

＋ピーク 

[疲労累積係数] 

0.48 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

[疲労累積係数] 

0.48 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

脚 SS41 

一 次 σＳ１ ＝ 129 Ｓａ ＝ 346 σＳ１ ＝ 129 Ｓａ ＝ 355 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 540 Ｓａ ＝ 462 σＳ２ ＝ 540 Ｓａ ＝ 462 

一次＋二次 

＋ピーク 

[疲労累積係数] 

0.18 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

[疲労累積係数] 

0.18 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

基礎ボルト SS41 

引 張 り σｂ ＝ 24  ｔｓ ＝ 127 σｂ ＝ 24  ｔｓ ＝ 174 

せ ん 断 τｂ ＝ 72  ｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 72  ｓｂ ＝ 159 

長方形
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【非常用ディーゼル発電装置燃料油デイタンクの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面

高さ 

 （m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
比重 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電装置 

燃料油デイタンク 

－  

（Ｓｓ機能維持） 

原子炉建屋 

EL. 8.2＊
－ － ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 静水頭 55 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

ｍ１

（kg） 

ｍ２

（kg） 

ｍ３

（kg） 

ｍ４

（kg） 

ｍ５

（kg） 

ｍ６

（kg） 

ｍ７

（kg） 

－ － － － － － － 

１

（mm） 
２

（mm） 
３

（mm） 
４

（mm） 
５

（mm） 
６

（mm） 
７

（mm） 

Ｍ１

（N･mm） 

Ｍ２

（N･mm） 

Ｒ１

（N） 

Ｒ２

（N） 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － － 

ｍ０

（kg） 

ｍＳ１

（kg） 

ｍＳ２

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

ｔｅ

（mm） 
０

（mm） 

ｈ１

（mm） 

ｈ２

（mm） 

θｗ

（rad） 
ｗ

（mm） 

－ － 1800 9.0 12.0 － － － － － 

Ｃ１

（mm） 

Ｃ２

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm4） 

Ｉｓｙ

（mm4） 

Ｚｓｘ

（mm3） 

Ｚｓｙ

（mm3） 

θ０

（rad） 

θ 

（rad） 

－ － － － － － － － 

長方形
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ＡＳ

（mm2） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 

ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）

ＡＳ３

（mm2） 

ＡＳ４

（mm2） 

－ 201000 － － － － － 

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２
ａ

（mm） 

ｂ

（mm） 

Ａｂ

（mm2） 

ｄ１

（mm） 

ｄ２

（mm） 

－ 6 － － － － 
706.9 

（M30） 
－ － 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板）

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｆ（脚）

（MPa） 

Ｆ （脚） 

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

239 

(厚さ≦16mm) 

391 

(厚さ≦16mm) 
－ 

231 

(16mm＜厚さ≦40mm)

394 

(16mm＜厚さ≦40mm)
－ － 

231 

(16mm＜径≦40mm) 

394 

(16mm＜径≦40mm) 
－ 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊ ＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 
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2.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

2.3.1 胴に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 27 

一 次 － σ１ ＝ 87 

一次＋二次 － σ２ ＝ 569 

2.3.2 脚に生じる応力  （単位：MPa） 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 24 

せ ん 断 － τｂ ＝ 72 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 129 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 540 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 （単位：s） 

方 向 固 有 周 期 

長 手 方 向 

横 方 向 

鉛 直 方 向 

2.4.2 応力  （単位：MPa） 

注記 ＊：（4.6.2.2）式より算出 

すべて許容応力以下である。 

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SS41 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 27 Ｓａ ＝ 235 

一 次 － － σ１ ＝ 87 Ｓａ ＝ 352 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 569 Ｓａ ＝ 478 

一次＋二次 

＋ピーク 
－ － 

[疲労累積係数] 

0.48 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

脚 SS41 

一 次 － － σＳ１ ＝ 129 Ｓａ ＝ 355 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 540 Ｓａ ＝ 462 

一次＋二次 

＋ピーク 
－ － 

[疲労累積係数] 

0.18 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

基礎ボルト SS41 

引 張 り － － σｂ ＝ 24  ｔｓ ＝ 174 

せ ん 断 － － τｂ ＝ 72  ｓｂ ＝ 159 

長方形
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1. 概要

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，非常用ディーゼル発電機用海水ポンプが設計用地震力に対して十分な構

造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機

能維持評価により行う。 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプは，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備に分

類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 

2. 構造説明

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

（1）たて軸ポンプ ポンプはポンプ

ベースに固定さ

れ，ポンプベース

は基礎ボルトで

基礎に据え付け

る。 

ターボ形

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-7 R0 
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ポンプベース

原動機取付ボルト

原動機

吐出しエルボ

基礎ボルト

原動機台取付ボルト

ポンプ取付ボルト



3. 応力評価

3.1 基本方針 

応力評価は，付録 5「たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐

震計算方法に基づき評価する。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3

－2に示す。 

3.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプの許容応力を表 3－3に示す。 

3.2.3 使用材料の許容応力 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプの使用材料の許容応力を表3－4～表3－5に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属設備 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル 

発電機用海水ポンプ 
Ｓ クラス３ポンプ＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス３ポンプの支持構造物を含む。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属設備 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル 

発電機用海水ポンプ 
常設／防止 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ ＶＡＳ＊4

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ  Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ  Min｛1.5・ｆｔ  ，（2.1・ｆｔ  －1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ  Min｛1.5・ｆｔ  ，（2.1・ｆｔ  －1.6・τｂ）｝

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙ及びＳｙ（ＲＴ）をそれぞれ 1.2・Ｓｙ及び 1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替える。 

クラス３支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル 

合金については，本読替えを行わない。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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＊2

＊
＊

＊
＊

＊2

＊

＊2＊

＊2

＊

＊2

＊ ＊2

＊2

＊2



表 3－4 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓｕ

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa）

基礎ボルト 周囲環境温度 241 391 － 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 50 198 504 205 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 50 198 504 205 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 198 504 205 

表 3－5 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓｕ

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa）

基礎ボルト 周囲環境温度 241 391 － 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 50 198 504 205 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 50 198 504 205 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 198 504 205 
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4. 機能維持評価

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。

4.1 機能維持評価方法 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造

及び振動特性を持っているため，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認

済加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度 

評価部位 形式 方向 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

ポンプ 
立形斜流 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形ころがり 

軸受電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。

(3) 機能維持に対する評価

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。

(2) 機能維持に対する評価

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。
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  【非常用ディーゼル発電機用海水ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

最高使用圧力 

（MPa） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル 

発電機用海水ポンプ 
Ｓ 

海水ポンプ室 

EL. 0.3＊1 0.074 ＣＨ＝0.69＊2＊3 ＣＶ＝2.66＊3 ＣＨ＝0.69＊2＊4 ＣＶ＝2.66＊4 Ｃｐ＝0.09 50 0.70 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：動解析用の水平方向震度は，基準地震動Ｓｓに基づく動的解析より得られる応答値（ＨＷＬ １次固有周期 0.074ｓ：ＣH＝2.68） 

（津波時引き波水位 １次固有周期 0.069ｓ：ＣH＝2.54） 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

＊4：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

1.2 機器要目 

(1) ボルト (2) コラムパイプ

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：室温で算出

予想最大両振幅

（μm） 

回転速度 

（min-1） 

Ｈｐ＝65 Ｎ＝1500 

部 材 
ｍｉ

（kg）

Ｄｉ（Ｌｉ）

（mm） 

Ａｂｉ

（mm2） 
ｎｉ ｎｆｉ

Ｍｐ

（N･mm） 

Ｓｙｉ

（MPa） 

Ｓｕｉ

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）ｉ

（MPa） 

Ｆｉ（MPa） 

部 材 
Ｄｃ

（mm）
ｔ 

（mm）
弾性設計用地

震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動

Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
4 2 － 

241＊2

（径≦100mm）

391＊2

（径≦100mm）
－ 241 274 コラムパイプ 298.5 10.0 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
12 12 3.501×105 198＊1 504＊1 205＊3 205 205 

原動機台取付ボルト

（ｉ＝3） 
10 10 3.501×105 198＊1 504＊1 205＊3 205 205 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 3.501×105 198＊2 504＊2 205＊3 205 205 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-7 R0
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1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) コラムパイプに作用する力

部 材 

Ｍｉ（N･mm） Ｆｂｉ（N） Ｑｂｉ（N） 

部 材 

Ｍ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1）
1.332×107 1.332×107 2.834×104 2.834×104 2.656×104 2.656×104 コラムパイプ 5.666×106 5.666×106

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2）
6.186×106 6.186×106 7.244×103 7.244×103 1.219×104 1.219×104

原動機台取付ボルト

（ｉ＝3）
1.253×107 1.253×107 6.527×103 6.527×103 1.437×104 1.437×104

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4）
1.703×106 1.703×106 2.946×103 2.946×103 8.909×103 8.909×103

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

モード 固有周期 

水平１次 ＴＨ1＝0.074 

水平２次 ＴＨ2＝0.036 

鉛直１次 ＴＶ1＝0.035 

1.4.2 ボルトの応力 （単位：MPa） 1.4.3 コラムパイプの応力 （単位：MPa）

部 材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 部 材 材料 
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
コラムパイプ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基 礎 ボ ル ト 
引張り 基準地震動Ｓｓ 

せん断 すべて許容応力以下である。

ポンプ取付ボルト 
引張り 1.4.4 動的機能の評価結果   （単位：×9.8 m/s2）

せん断 評価用加速度 機能確認済加速度 

原動機台取付ボルト
引張り 

ポンプ 
水平方向 0.57 10.0 

せん断 鉛直方向 2.22 1.0 

原動機取付ボルト 
引張り 

原動機 
水平方向 0.57 2.5 

せん断 鉛直方向 2.22 1.0 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：（3.3.2 式より算出） 評価用加速度が機能維持確認済加速度を超えていることから，次ページに詳

細評価結果を示す。 
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1.4.5 動的機能維持の詳細評価結果 

(1) ポンプ

機器名称 形 式 要求機能

評価用加速度（×9.8 m/s2） 
機能確認済 

加速度 

（×9.8 m/s2）

ストッパの応力評価（MPa） 軸受荷重評価（N） 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ ストッパ

位 置＊

算出応力 許容応力 

軸受位置＊

軸受荷重 許容荷重 

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

非常用 

ディーゼル 

発電機用 

海水ポンプ 

立形 
立 形

斜流式
β（Ｓｓ） 0.57 2.22 0.57 2.22 10.0 1.0 

取付ボル

ト①

軸受① 

軸受② 

軸受

③ 

下側 

上側 

取付ボル

ト②

軸受

④ 

下側 

上側 

軸受

⑤ 

下側 

上側 

注：要求機能の分類は以下による。 

α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの 

β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの 

注記 ＊：耐震性についての計算結果モデル図参照 

以上から次のことを確認した。 

算出応力 ≦ 許容応力 

軸受荷重 ≦ 許容荷重 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-2-7 R0 
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(2) 電動機

機器名称 形 式 要求機能

評価用加速度（×9.8 m/s2） 
機能確認済加速度

（×9.8 m/s2） 

軸の応力評価（MPa） 軸受荷重評価＊（N） 

弾性設計用地震動

Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

算出応力 許容応力 軸受荷重 許容荷重 

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

非常用 

ディーゼル 

発電機用 

海水ポンプ 

立形 
ころがり

軸受機 
β（Ｓｓ） 0.57 2.22 0.57 2.22 2.5 1.0 

注記 ＊：軸受荷重評価については，上段が電動機上部軸受，下段が電動機下部軸受の結果を示す。 

以上から次のことを確認した。 

算出応力 ≦ 許容応力 

軸受荷重 ≦ 許容荷重 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標（mm） 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

13 

N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
2
-
7 
R
0
 

長方形



(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点

番号 

材料 

番号 

断面積 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

（mm4） 

断面二次 

極モーメント 

（mm4） 

1 1-2 1 6.362×105 1.272×106

2 2-3 1 6.362×105 1.272×106

3 3-4 1 6.362×105 1.272×106

4 4-45 1 6.362×105 1.272×106

5 45-5 1 5.555×105 1.111×106

6 5-6 1 4.715×106 9.431×106

7 6-7 1 4.715×106 9.431×106

8 7-8 1 4.909×106 9.817×106

9 8-9 1 2.330×106 4.659×106

10 9-10 1 4.909×106 9.817×106

11 10-46 1 4.715×106 9.431×106

12 46-11 1 4.715×106 9.431×106

13 11-12 1 4.909×106 9.817×106

14 12-13 1 4.909×106 9.817×106

15 13-14 1 1.771×106 3.542×106

16 14-15 1 1.771×106 3.542×106

17 15-16 1 2.011×106 4.021×106

18 16-17 2 2.485×107 4.970×107

19 17-18 3 2.562×106 5.125×106

20 18-49 3 6.678×106 1.336×107

21 19-20 3 8.762×105 1.752×106

22 21-22 1 3.010×107 6.020×107

23 22-23 1 3.532×108 7.063×108

24 23-24 1 3.532×108 7.063×108

25 24-25 1 3.532×108 7.063×108

26 25-47 1 3.532×108 7.063×108

27 47-26 1 3.532×108 7.063×108

28 26-27 1 1.154×108 2.308×108

29 27-28 1 1.154×108 2.308×108

30 28-29 1 1.154×108 2.308×108

31 29-30 1 1.154×108 2.308×108

32 30-31 1 1.154×108 2.308×108

33 31-48 1 1.154×108 2.308×108

34 48-32 1 1.154×108 2.308×108

35 32-33 1 1.154×108 2.308×108

36 33-34 1 1.705×108 3.411×108

37 34-35 1 1.705×108 3.411×108

38 35-36 1 1.705×108 3.411×108

39 43-37 2 7.981×1010 1.596×1011

40 43-38 2 3.841×1010 7.682×1010

41 38-39 2 6.070×109 1.214×1010

42 39-40 4 4.530×108 9.060×108

43 40-50 4 4.530×108 9.060×108

44 41-42 4 3.802×108 7.604×108

45 49-19 3 4.909×106 9.817×106

46 50-41 4 4.530×108 9.060×108
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばねの方向 ばね定数 

2 23 1 

4 25 1 

7 28 1 

9 30 1 

11 32 1 

18 40 1 

19 41 1 

27 44 1 

19 41 2 

34 37 2 

34 37 6 

15 
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(4) 節点の付加質量

節点番号 
付加質量 

（kg） 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

16 
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(5) 材料物性値

材料番号 
温  度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

ポアソン比 

（ － ） 
材  質 

1 1.93×105 0.3 

2 2.01×105 0.3 

3 2.06×105 0.3 

4 2.06×105 0.3 

17 
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８
７

５

６

２

４４

３

１０
９

２６

２９

２７

２８

４６

１３

１４

１６

４８

１８

１９

２１

２３

２２

２５

２４

１５

Ａ Ａ

ＣＣ
ＢＢ

Ｄ Ｄ

１７

１２
１１

４５

４９

コラムパイプ ３０
３１

４７

３３
３２

３４

３５

３６

３７
３８

４３

３９
４０

５０

４１
４２

Ｄ２

Ｌ
１

Ｄ３Ｄ４

基礎ボルトポンプ取付ボルト原動機台取付ボルト原動機取付ボルト

Ａ～Ａ矢視図 Ｂ～Ｂ矢視図 Ｃ～Ｃ矢視図 Ｄ～Ｄ矢視図 ｚ
ｘ

ｙ

４

２０

ポンプ取付ボルト

Ｌ１

原動機取付ボルト

１
５
０

原動機台取付ボルト

基礎ボルト

耐震サポート

取付ボルト② 

（耐震サポート）

取付ボルト① 

（耐震サポート）

軸受①

軸受②

軸受③

軸受④

軸受⑤



2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

最高使用圧力 

（MPa） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル 

発電機用海水ポンプ 

－ 

（Ｓｓ機能維持）

海水ポンプ室 

EL. 0.3＊1 0.074 － － ＣＨ＝0.69＊2＊4 ＣＶ＝2.66＊4 Ｃｐ＝0.09 50 0.70 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：動解析用の水平方向震度は，基準地震動Ｓｓに基づく動的解析より得られる応答値（ＨＷＬ １次固有周期 0.074ｓ：ＣH＝2.68） 

（津波時引き波水位 １次固有周期 0.069ｓ：ＣH＝2.54） 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

＊4：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

2.2 機器要目 

(1) ボルト (2) コラムパイプ

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：室温で算出

予想最大両振幅

（μm） 

回転速度 

（min-1） 

Ｈｐ＝  Ｎ

部 材 
ｍｉ

（kg）

Ｄｉ（Ｌｉ）

（mm） 

Ａｂｉ

（mm2） 
ｎｉ ｎｆｉ

Ｍｐ

（N･mm） 

Ｓｙｉ

（MPa） 

Ｓｕｉ

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）ｉ

（MPa） 

Ｆｉ（MPa） 

部 材 
Ｄｃ

（mm）
ｔ 

（mm）
弾性設計用地

震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動

Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
4 2 － 

241＊2

（径≦100mm）

391＊2

（径≦100mm）
－ － 274 コラムパイプ 298.5 10.0 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
12 12 3.501×105 198＊1 504＊1 205＊3 － 205 

原動機台取付ボルト

（ｉ＝3） 
10 10 3.501×105 198＊1 504＊1 205＊3 － 205 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 3.501×105 198＊2 504＊2 205＊3 － 205 
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) コラムパイプに作用する力

部 材 

Ｍｉ（N･mm） Ｆｂｉ（N） Ｑｂｉ（N） 

部 材 

Ｍ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1）
－ 1.332×107 － 2.834×104 － 2.656×104 コラムパイプ － 5.666×106

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2）
－ 6.186×106 － 7.244×103 － 1.219×104

原動機台取付ボルト

（ｉ＝3）
－ 1.253×107 － 6.527×103 － 1.437×104

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4）
－ 1.703×106 － 2.946×103 － 8.909×103

2.4 結論 

2.4.1 固有周期 （単位：s） 

モード 固有周期 

水平１次 ＴＨ1＝0.074 

水平２次 ＴＨ2＝0.036 

鉛直１次 ＴＶ1＝0.035 

2.4.2 ボルトの応力  （単位：MPa） 2.4.3 コラムパイプの応力 （単位：MPa）

部 材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 部 材 材料 
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
コラムパイプ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基 礎 ボ ル ト 
引張り － － 基準地震動Ｓｓ 

せん断 － － すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト 
引張り － － 2.4.4 動的機能の評価結果  （単位：×9.8 m/s2）

せん断 － － 評価用加速度 機能確認済加速度 

原動機台取付ボルト
引張り － － 

ポンプ 
水平方向 0.57 10.0 

せん断 － － 鉛直方向 2.22 1.0 

原動機取付ボルト 
引張り － － 

原動機 
水平方向 0.57 2.5 

せん断 － － 鉛直方向 2.22 1.0 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：（3.3.2 式より算出） 評価用加速度が機能維持確認済加速度を超えていることから，次ページに詳

細評価結果を示す。 
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2.4.5 動的機能維持の詳細評価結果 

(1) ポンプ

機器名称 形 式 要求機能

評価用加速度（×9.8 m/s2） 
機能確認済 

加速度 

（×9.8 m/s2）

ストッパの応力評価（MPa） 軸受荷重評価（N） 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ ストッパ

位 置＊

算出応力 許容応力 

軸受位置＊

軸受荷重 許容荷重 

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

非常用 

ディーゼル 

発電機用 

海水ポンプ 

立形 
立 形

斜流式
β（Ｓｓ） － － 0.57 2.22 10.0 1.0 

取付ボル

ト①

軸受① 

軸受② 

軸受

③ 

下側 

上側 

取付ボル

ト②

軸受

④ 

下側 

上側 

軸受

⑤ 

下側 

上側 

注：要求機能の分類は以下による。 

α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの 

β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの 

注記 ＊：耐震性についての計算結果モデル図参照 

以上から次のことを確認した。 

算出応力 ≦ 許容応力 

軸受荷重 ≦ 許容荷重 

(2) 電動機

機器名称 形 式 要求機能

評価用加速度（×9.8 m/s2） 
機能確認済加速度

（×9.8 m/s2） 

軸の応力評価（MPa） 軸受荷重評価＊（N） 

弾性設計用地震動

Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

算出応力 許容応力 軸受荷重 許容荷重 

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

非常用 

ディーゼル 

発電機用 

海水ポンプ 

立形 
ころがり

軸受機 
β（Ｓｓ） － － 0.57 2.22 2.5 1.0 

注記 ＊：軸受荷重評価については，上段が電動機上部軸受，下段が電動機下部軸受の結果を示す。 

以上から次のことを確認した。 

算出応力 ≦ 許容応力 

軸受荷重 ≦ 許容荷重 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標（mm） 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

22 

N
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点

番号 

材料 

番号 

断面積 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

（mm4） 

断面二次 

極モーメント 

（mm4） 

1 1-2 1 6.362×105 1.272×106

2 2-3 1 6.362×105 1.272×106

3 3-4 1 6.362×105 1.272×106

4 4-45 1 6.362×105 1.272×106

5 45-5 1 5.555×105 1.111×106

6 5-6 1 4.715×106 9.431×106

7 6-7 1 4.715×106 9.431×106

8 7-8 1 4.909×106 9.817×106

9 8-9 1 2.330×106 4.659×106

10 9-10 1 4.909×106 9.817×106

11 10-46 1 4.715×106 9.431×106

12 46-11 1 4.715×106 9.431×106

13 11-12 1 4.909×106 9.817×106

14 12-13 1 4.909×106 9.817×106

15 13-14 1 1.771×106 3.542×106

16 14-15 1 1.771×106 3.542×106

17 15-16 1 2.011×106 4.021×106

18 16-17 2 2.485×107 4.970×107

19 17-18 3 2.562×106 5.125×106

20 18-49 3 6.678×106 1.336×107

21 19-20 3 8.762×105 1.752×106

22 21-22 1 3.010×107 6.020×107

23 22-23 1 3.532×108 7.063×108

24 23-24 1 3.532×108 7.063×108

25 24-25 1 3.532×108 7.063×108

26 25-47 1 3.532×108 7.063×108

27 47-26 1 3.532×108 7.063×108

28 26-27 1 1.154×108 2.308×108

29 27-28 1 1.154×108 2.308×108

30 28-29 1 1.154×108 2.308×108

31 29-30 1 1.154×108 2.308×108

32 30-31 1 1.154×108 2.308×108

33 31-48 1 1.154×108 2.308×108

34 48-32 1 1.154×108 2.308×108

35 32-33 1 1.154×108 2.308×108

36 33-34 1 1.705×108 3.411×108

37 34-35 1 1.705×108 3.411×108

38 35-36 1 1.705×108 3.411×108

39 43-37 2 7.981×1010 1.596×1011

40 43-38 2 3.841×1010 7.682×1010

41 38-39 2 6.070×109 1.214×1010

42 39-40 4 4.530×108 9.060×108

43 40-50 4 4.530×108 9.060×108

44 41-42 4 3.802×108 7.604×108

45 49-19 3 4.909×106 9.817×106

46 50-41 4 4.530×108 9.060×108

N
T
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2
-
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばねの方向 ばね定数 

2 23 1 

4 25 1 

7 28 1 

9 30 1 

11 32 1 

18 40 1 

19 41 1 

27 44 1 

19 41 2 

34 37 2 

34 37 6 
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(4) 節点の付加質量

節点番号 
付加質量 

（kg） 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

25 

N
T
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(5) 材料物性値

材料番号 
温  度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

ポアソン比 

（ － ） 
材  質 

1 1.93×105 0.3 

2 2.01×105 0.3 

3 2.06×105 0.3 

4 2.06×105 0.3 
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1. 一般事項 

 本計算書は，非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナの耐震性についての計算方

法と計算結果を示す。 

1.1 適用基準 

  本書における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987 

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 62 年 8 月）に準拠する。 

 

1.2 計算条件 

(1) ストレーナ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力はストレーナに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) ストレーナは基礎ボルトで基礎に固定された固定端とする。ここで，基礎について

は剛となるよう設計する。 

(4) 転倒方向は図 1－1により検討し，計算条件の厳しい方で耐震性についての計算を

行う。 

 

図 1－1 概 要 図 

1.3 設計条件 

 (1) 使用材料 

部 材 使用材料 

基礎ボルト SS400 

l1 l2 

h 
m g 

hm g 
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1.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力（１本当たり） N 

 ｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

 ｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

 ｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 基礎から重心までの距離 mm 

 1 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 mm 

 2 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 mm 

ｍ 運転時質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 － 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

π 円周率 － 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注 1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ     

ＮＣ１－2005（2007 年追補版含む。））（日本機械学会 2007 年 9月）をいう。 

注 2： 1≦ 2 
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1.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保すること。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりとする。 

表 1－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

 

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

   非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

(1)ストレーナ ストレーナは胴

と一体の脚で支

持し，脚を基礎

ボルトで支持す

る。 

容器 

4
 

軸方向 軸直角方

基礎ボルト 

h 
m g 

h
m g 

脚 

ストレーナ胴体 
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3. 計算方法  

3.1 固有周期の計算方法 

   非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナは 1 個の大きなブロック状をしており，

重心の位置がブロック状のほぼ中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて固定されて

いる。したがって全体を一つの剛体とみなせるため，固有周期は十分に小さく，固有

周期の計算は省略する。 

 

3.2 応力の計算方法 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナの荷重の組合せ及び許容応力状態

のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナの許容応力を表 3－3に示す。 

 

3.2.3 使用材の許容応力 
非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナの使用材料の許容応力のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 3－4に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 3－5に示す。 
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表3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

非常用ディーゼル発電機用

海水ストレーナ 
Ｓ クラス３容器＊ 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

表3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

非常用ディーゼル発電機用

海水ストレーナ 

常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊4 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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＊
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表3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

 許 容 限 界＊1 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ ｔ 1.5・ ｓ Min{1.5・ ｔ，2.1・ ｔ－1.6・τｂ} 

ⅣＡＳ   1.5・ ｔ 
＊2   1.5・ ｓ ＊2 Min{1.5・ ｔ 

＊2，2.1・ ｔ 
＊2－1.6・τｂ} 

 ⅤＡＳ＊3   1.5・ ｔ 
＊2   1.5・ ｓ 

＊2 Min{1.5・ ｔ 
＊2，2.1・ ｔ 

＊2－1.6・τｂ} 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙを1.2・Ｓｙと読み替える。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる

7
 

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊
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表3－4 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 231 394 

表3－5 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 231 394 

8

長方形

長方形
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3.2.4 基礎ボルトの応力 

     基礎ボルトの応力は，地震による引張応力とせん断応力について計算する。 

 

図 3－1 計算モデル 

 

   (1) 引張応力 

    基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 3－1 で基礎ボルトを支

点とする転倒を考え，これを片側の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

    引張力 

      Ｆb＝                     

・・・・・・ (3.2.1) 

 

    引張応力 

σb＝   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (3.2.2) 

 

    ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは 

      Ａｂ＝  ・ｄ2  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  (3.2.3) 

 

    ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算

は行なわない。 

 

   (2) せん断応力 

    基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

    せん断力 

      Ｑｂ＝ＣＨ・ｍ・ｇ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (3.2.4) 

 

    せん断応力 

      τｂ＝      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (3.2.5) 

転倒方向

h
m g 

l1 l2 

(l1≦l2)

ｍ・ｇ・ＣＨ・ｈ－ｍ・ｇ・(1－ＣＶ)・ 2 

ｎｆ・（ 1＋ 2） 

Ｆｂ

Ａｂ

π 
4 

  Ｑｂ  

ｎ・Ａｂ
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4. 評価方法 
4.1 応力の評価 

4.1.1 基礎ボルトの応力評価 

     3.2.4 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは，次式より求めた許容引張応力   

 ｔｓ以下であること。 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力  ｓｂ以下で

あること。 

       ｔｓ＝1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ  ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.1.1) 

      かつ， 

       ｔｓ≦ ｔｏ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.1.2) 

      ただし， ｔｏ及び  ｓｂは下表による。 

 

 

5. 評価結果 

5.1 設計基準対象設備としての評価結果 

  非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナの設計基準対象施設としての耐震評価

結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認

した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価 

弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。  

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

 非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナ重大事故等対処設備としての耐震評価

結果は，環境条件が設計基準対象設備と同じであり，耐震評価結果も同じであること

から，記載を省略する。 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度による荷重との組合せ

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

許容引張応力 

 ｔｏ 

 

 

許容せん断応力 

 ｓｂ 
  

Ｆ 
・1.5 

2 

Ｆ 
・1.5 

2 

3 √

Ｆ 
・1.5 

1.5・ 3 √ 

Ｆ 
・1.5 

1.5・ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*
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【 非 常用 ディ ーゼ ル発 電機 用海 水ス ト レー ナの 計算 結果 】  

1. 設計 基準 対象 施設  

1.1 設 計条 件  

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ

(m) 
固有周期(s)

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

非常用ディーゼル発電

機用海水ストレーナ
Ｓ 

海水ポンプ室 

EL. 0.30＊1 
―*2 ＣＨ＝0.81*3 ＣＶ＝1.23*3 ＣＨ＝1.38*4 ＣＶ＝2.70*4 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

＊4：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

1.2 機 器要 目  

部 材  
ｍ  

（ kg）  

ｈ  

（ mm）  

1 

（ mm）  

2 

（ mm）  

Ａ ｂ  

（ mm2）  
n ｎ ｆ  

基 礎 ボル ト  4 2 

部 材  
Ｓ ｙ  

（ MPa）  

Ｓ ｕ  

（ MPa）  

Ｆ （ MPa）  

転 倒 方向弾 性 設計 用地 震動 Ｓｄ

又 は 静的 震度  
基 準 地震 動Ｓ s 

基 礎 ボル ト  
231 *

( 1 6m m＜ 径 ≦ 40mm) 
394 * 231 276 軸 直 角  

1
1
 

注記＊：周囲環境温度で評価

転倒方向

(l1≦l2)

l1 l2

hm g 

長方形

長方形
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 1.3 計算 数値  

ボ ル トに 作用 する 力                           (単位 ： N) 

部  材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 1.020×104 2.396×104 1.628×104 2.774×104 

 

 1.4 結   論  

     ボル トの 応力                                             (単 位： MPa) 

部  材 材  料 応  力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 

引 張 り σｂ ＝ 33  ｔｓ＝ 173* σｂ ＝ 77  ｔｓ＝ 207* 

せ ん 断 τｂ ＝ 13  ｓｂ＝ 133 τｂ ＝ 22  ｓｂ＝ 159 

すべて許容応力以下である。                                             注記＊：(4.1.2)式より算出 
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1. 一般事項 

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関

が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するもの

である。その耐震評価は，応力評価及び機能維持評価により行う。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関は，設計基準対象施設において

は既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設

備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた耐震評価を示す。 

 

1.1 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3

年）に準拠して評価する。 

 

1.2 計算条件 

(1) ディーゼル機関質量は，重心に集中するものとする。 

(2) 地震力はディーゼル機関に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(3) ディーゼル機関は据付台床上にあり，据付台床は基礎ボルトで基礎に固定された

固定端とする。また，ディーゼル機関は据付台床上に取付ボルトで固定されるもの

とする。 

(4) 転倒方向は図 1－1 概要図における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算

書には計算結果の厳しい方を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－1 概要図
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基礎ボルト 機関取付ボルト
基礎 基礎 

軸方向 軸直角方向

据付台床 



 

1.3 記号の説明  

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａ 

Ａｂi 

ＡＳ 

ＣＥＨ 

ＣＥＶ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄi 

Ｅ 

Ｆｉ 

Ｆｉ 

Ｆｂｉ 

ƒｓｂｉ 

ƒｔｏｉ 

ƒｔｓｉ 

Ｇ 

g 

Ｈ 

ｈｉ 

Ｉ 

Ｌ 

１ｉ 

２ｉ 

ＭＥ 

ｍｉ 

Ｎ 

ｎｉ 

ｎfｉ 

Ｐ 

Ｑｂｉ 

Ｓｕｉ 

Ｓｙｉ 

ＴＨ 

最小断面積 

ボルトの軸断面積 

最小有効せん断断面積 

ディーゼル機関往復運動による水平方向震度 

ディーゼル機関往復運動による鉛直方向震度 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1 本当たり） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

せん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

据付台床上面から重心までの距離 

据付面又は取付面から重心までの距離 

断面二次モーメント 

据付面から据付台床上面までの距離 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

ディーゼル機関回転により作用するモーメント 

運転時質量 

回転速度（ディーゼル機関の定格回転速度） 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

ディーゼル機関出力 

ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

水平方向固有周期 

mm2 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm4 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

kg 

min-1 

－ 

－ 

kW 

N 

MPa 

MPa 

s 

＊  

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
3
-
1 
R
0
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注 1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版

（2007 年追補版含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 

2007 年）をいう。 

注 2：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ， １ｉ， ２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：機関取付ボルト 

注 3：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：機関取付面 

注記＊： １ｉ≦ ２ｉ 

ＴＶ 

π 

σｂｉ 

τｂｉ 

鉛直方向固有周期 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

s 

－ 

MPa 

MPa 

3 

＊  

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
3
-
1 
R
0
 



 

1.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりである。 

 

表 1－1 表示する数値の丸め方  

数値の種類  単位  処理桁  処理方法  表示桁  

固有周期  ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度  ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度  ℃ ― ― 整数位 

質量  kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積  mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント  N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力  N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力  MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

 

 

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

主要区分 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

ディーゼル機関 

ディーゼル機関を

機関取付ボルトで

据付台床に取り付

け，据付台床を基

礎ボルトで基礎に

据え付ける。 

４サイクル竪形 

１８気筒ディーゼ

ル機関 

 

 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-1 R0 

 

基礎ボルト 

機関取付ボルト

基礎 基礎 

据付台床 

5
 



 

3. 計算方法 

3.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

ディーゼル機関は，1.2 節より図 3－1 に示す下端固定の１質点系振動モデルと

して考える。 

 

                  ｍ１ 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 固有周期の計算モデル 

 
(2) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は次式で求める。 

 

ｍ１     Ｌ３     Ｌ２・Ｈ      Ｌ 

1000   3・Ｅ・Ｉ    2・Ｅ・Ｉ   ＡＳ・Ｇ 

 
 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向固有周期は次式で求める。 

 

ｍ１   ｈ１ 

1000  Ａ・Ｅ  

据付台床上面  

Ｈ
 

ＴＨ＝ 2・π・ 

・・・・・・・・（3.1.1）

＋ ・  
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2
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ｈ
１

 

Ｌ
 

＋ 

ＴＶ＝ 2・π・ ・・・・・・・・・・・・・（3.1.2）・  
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3.2 応力の計算方法  

3.2.1 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動による震度及

びディーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断

力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 計算モデル（軸方向転倒） 

 
 

転倒方向

ｈ
１

 

１１          ２１ １１          ２１（ １１≦ ２１）

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g
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2
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転倒方向

ｈ
１

 

転倒支点となる

ボルト列

１１ ２１ １１    ２１

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点 （ １１≦ ２１）

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g



 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 3－2 及び図 3－3 で基

礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものと

して計算する。 

なお，計算モデル図 3－3 の場合は，ディーゼル機関回転によるモーメント＊は

作用しない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ１・g・ｈ１＋ＭＥ－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ１・g・ １１ 

ｎｆ１・（ １１＋ ２１） 

 

60 

2・π・Ｎ 

（1 kW＝10６ N･mm/s） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディー

ゼル機関の回転速度を考慮して定める値である。 

 

引張応力 

Ｆｂ１ 

Ａｂ１ 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ１は 

π 

4 

ただし，Ｆｂ１が負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計

算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂ１＝(ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ１・g 

        

せん断応力 

Ｑｂ１ 

ｎ１・Ａｂ１ 

Ｆｂ１＝ 

σｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.2） 

τｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.5） 

Ａｂ１＝ ・ｄ１
２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.3）
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注記＊：ＭＥ＝ ・10６・Ｐ 

・・・・・・・・・・・（3.2.1）

・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.4） 



 

3.2.2 機関取付ボルトの応力 

機関取付ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動による震

度及びディーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせ

ん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－5 計算モデル（軸方向転倒）
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転倒方向

ｈ
２

 

１２          ２２ １２          ２２（ １２≦ ２２）

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g

 
  

転倒方向

ｈ
２

 

転倒支点となる

ボルト列

１２ ２２ １２                   ２２

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点 （ １２≦ ２２）

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g



 

(1) 引張応力 

機関取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 3－4 及び図 3－5

で機関取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の機関取付ボルトで

受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 3－5 の場合は，ディーゼル機関回転によるモーメント＊は

作用しない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ２・g・ｈ２＋ＭＥ－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ２・g・ １２ 

ｎｆ２・（ １２＋ ２２） 

 

60 

2・π・Ｎ 

（1 kW＝10６ N･mm/s） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディー

ゼル機関の回転速度を考慮して定める値である。 

 

引張応力 

Ｆｂ２ 

Ａｂ２ 

ここで，機関取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は 

π 

4 

ただし，Ｆｂ２が負のとき機関取付ボルトには引張力が生じないので，引張応力

の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

機関取付ボルトに対するせん断力は機関取付ボルト全本数で受けるものとして

計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂ２＝(ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ２・g 

        

せん断応力 

Ｑｂ２ 

ｎ２・Ａｂ２

Ｆｂ２＝ 

σｂ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.7） 

τｂ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.10） 

Ａｂ２＝ ・ｄ２
２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.8） 
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注記＊：ＭＥ＝ ・10６・Ｐ 

・・・・・・・・・・・（3.2.6）

・・・・・・・・・・・・・・・（3.2.9） 



 

3.3 荷重の組合せ及び許容応力 

3.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関の荷重の組合せ及び許容

応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 3－2 に示す。 

 

3.3.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関の許容応力を表 3－3 に

示す。 

 

3.3.3 使用材料の許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関の使用材料の許容応力の

うち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－4 に，重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 3－5 に示す。
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

ディーゼル機関 

Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

ディーゼル機関 

常設耐震／防止

常設／緩和 
－ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊2

 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊3 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

  

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-1 R0 

1
2
 



 

 

表 3－3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ  ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ  ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：その他の支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金については，本読み替えを行わない。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-1 R0 

＊2＊
 

＊2  ＊
 

＊2＊ ＊2  ＊

＊2＊
 

＊
 

＊2＊ ＊

1
3
 



表 3－4 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ(RT) 

（MPa）

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 211 394 ― 

機関取付ボルト SS41 周囲環境温度 211 394 ― 

表 3－5 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ(RT) 

（MPa）

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 211 394 ― 

機関取付ボルト SS41 周囲環境温度 211 394 ― 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-1 R0 

1
4
 

長方形

長方形

長方形

長方形



 

 

4. 評価方法 

4.1 固有周期の評価 

3.1 節で求めた固有周期から添付書類Ⅴ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，

水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

 

4.2 応力の評価 

4.2.1 ボルトの応力評価 

3.2 節で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ

以下であること。 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下

であること。 

 

ƒｔｓｉ＝ 1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ  ・・・・・・・・・・・（4.2.1） 

かつ， 

ƒｔｓｉ≦ƒｔｏｉ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.2） 

 

ただし，ƒｔｏｉ及び ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度 に よ る  
荷重との組合せの場合  

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏｉ 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 
・1.5

2

Ｆ  ｉ

 

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ

 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

 

＊
 

＊
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5. 機能維持評価 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関の地震時又は地震後の動的機能

維持評価について，以下に示す。 

 

5.1 機能維持評価方法 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関は地震時動的機能維持が確認

された機種と類似の構造及び振動特性を持っているため，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度 

評価部位 形式 方向 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

機 関 
中速形 

ディーゼル 

機関 

水平 1.1 

鉛直 1.0 

ガ バ ナ 

水平 1.8 

鉛直 1.0 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
3
-
1 
R
0
 

16 



 

 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関の設計基準対象施設としての

耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有するこ

とを確認した。 

 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示

す。 

 

(3) 機能維持に対する評価 

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関の重大事故等時の状態を考慮

した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性

を有することを確認した。 

 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

(2) 機能維持に対する評価 

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。
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【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び

床面高さ
（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ディーゼル機関

往復運動による
水平方向震度

ディーゼル機関

往復運動による
鉛直方向震度

最高使用温度
（℃） 

周囲環境温度
（℃） 

水平方向 鉛直方向
水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 
ディーゼル機関 

Ｓ 
原子炉建屋
EL. -4.0＊

ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 － 

注記＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ 

（kg） 
ｈｉ 

（mm） 

 １ｉ（mm）  ２ｉ（mm） 

ｎｉ 

ｎｆｉ 

弾性設計用
地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動
Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（ｉ＝1） 

3645 3645 3645 3645 20 2 2 

機関取付ボルト 
(ｉ＝2) 

3645 3645 3645 3645 38 2 2 

部     材 
Ａｂｉ 

（mm2） 
Ｓｙｉ 

（MPa） 
Ｓｕｉ 

（MPa） 

Ｆｉ（MPa) Ｆｉ （MPa） 転倒方向 ＭＥ（N･mm） 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（ｉ＝1） 

3.217×103 
(φ64) 

 211＊1

(40mm＜径≦100mm)
 394＊1

(40mm＜径≦100mm)
211 253 軸 軸 － － 

機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 

1.810×103 

(M48) 

 211＊1

(40mm＜径≦100mm)

 394＊1

(40mm＜径≦100mm)
211 253 軸 軸 － － 

機関出力
Ｐ（kW） 

回転速度 
Ｎ（min-1）

縦弾性係数 
Ｅ（MPa） 

せん断弾性係数
Ｇ（MPa） 

最小断面積 
Ａ（mm2） 

断面二次モーメント 
Ｉ（mm4） 

有効せん断断面積 
ＡＳ（mm2） 

3050 429  201000＊1  77300＊1 7.926×105 1.883×1010 3.733×104 

注記＊：周囲環境温度で算出

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-1 R0 
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長方形

長方形
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N）

部   材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
8.845×104 8.845×104 

機関取付ボルト 
(ｉ＝2) 

6.147×104 6.147×104 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：(4.2.2)式により算出 

1.4.2 動的機能の評価結果     (単位：×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

機 関
水平方向 0.72 1.1 

鉛直方向 0.75 1.0 

ガ バ ナ 
水平方向 0.72 1.8 

鉛直方向 0.75 1.0 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト SS41 

引張り σｂ１＝ 28 ƒｔｓ１＝158＊ σｂ１＝ 28 ƒｔｓ１＝190＊

せん断 τｂ１＝ 14 ƒｓｂ１＝122 τｂ１＝ 14 ƒｓｂ１＝146

機関取付ボルト SS41 

引張り σｂ２＝ 34 ƒｔｓ２＝158＊ σｂ２＝ 34 ƒｔｓ２＝190＊

せん断 τｂ２＝ 12 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝ 12 ƒｓｂ２＝146

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-1 R0 
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【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機ディーゼル機関の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び

床面高さ
（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ディーゼル機関

往復運動による
水平方向震度

ディーゼル機関

往復運動による
鉛直方向震度

最高使用温度
（℃） 

周囲環境温度
（℃） 

水平方向 鉛直方向
水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 
ディーゼル機関 

－ (Ｓｓ機能維持) 
原子炉建屋
EL. -4.0＊

－ ― ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 － 

注記＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ 

（kg） 
ｈｉ 

（mm） 

 １ｉ（mm）  ２ｉ（mm） 

ｎｉ 

ｎｆｉ 

弾性設計用
地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動
Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（ｉ＝1） 

－ 3645 － 3645 20 － 2 

機関取付ボルト 
(ｉ＝2) 

－ 3645 － 3645 38 － 2 

部     材 
Ａｂｉ 

（mm2） 
Ｓｙｉ 

（MPa） 
Ｓｕｉ 

（MPa） 

Ｆｉ（MPa） Ｆｉ（MPa） 転倒方向 ＭＥ（N･mm） 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 
又は静的震度

基準地震動
Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 
（ｉ＝1） 

3.217×103 
(φ64) 

 211＊1

(40mm＜径≦100mm)
 394＊1

(40mm＜径≦100mm)
－ 253 － 軸 － － 

機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 

1.810×103 

(M48) 

 211＊1

(40mm＜径≦100mm)

 394＊1

(40mm＜径≦100mm)
－ 253 － 軸 － － 

機関出力
Ｐ（kW） 

回転速度 
Ｎ（min-1）

縦弾性係数 
Ｅ（MPa） 

せん断弾性係数
Ｇ（MPa） 

最小断面積 
Ａ（mm2） 

断面二次モーメント 
Ｉ（mm4） 

有効せん断断面積 
ＡＳ(mm2） 

3050 429  201000＊1  77300＊1 7.926×105 1.883×1010 3.733×104 

注記＊：周囲環境温度で算出

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-1 R0 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N）

部   材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
－ 8.845×104 － 

機関取付ボルト 
（ｉ＝2） 

－ 6.147×104 － 

2.4 結論

2.4.1 ボルトの応力    （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：(4.2.2)式により算出 

2.4.2 動的機能の評価結果    （単位：×9.8 m/s2） 

評価用加速度 機能確認済加速度 

機 関
水平方向 0.72 1.1 

鉛直方向 0.75 1.0 

ガ バ ナ 
水平方向 0.72 1.8 

鉛直方向 0.75 1.0 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基 礎 ボ ル ト SS41 

引張り － － σｂ１＝ 28 ƒｔｓ１＝190＊

せん断 － － τｂ１＝ 14 ƒｓｂ１＝146

機関取付ボルト SS41 

引張り － － σｂ２＝ 34 ƒｔｓ２＝190＊

せん断 － － τｂ２＝ 12 ƒｓｂ２＝146

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-1 R0 

2
2
 

長方形



 
 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-1 R0E 

2
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機関取付ボルト

軸方向 
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ｈ
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Ａ Ａ

 Ａ～Ａ矢視図 

１２              ２２ 

転倒方向
転倒方向 

4
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Ⅴ-2-10-1-3-2 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

空気だめの耐震性についての計算書
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1. 一般事項 

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の

設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめが設計用地震力に対

して十分な構造強度を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評

価により行う。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめは，設計基準対象施設においては既設

のＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 

 

1.1 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3

年）に準拠して評価する。 
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1.2 記号の説明 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ 

Ａｓ 

Ａｓ１ 

Ａｓ２ 

Ａｓ３ 

Ａｓ４ 

ａ 

ｂ 

Ｃ１ 

 

Ｃ２ 

 

Ｃｃｊ 

 

 

ＣＨ 

Ｃ ｊ 

 

 

ＣＶ 

Ｄi 

ｄ１ 

ｄ２ 

 

Ｅｓ 

Ｆ 

Ｆ 

ƒｓｂ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

Ｇｓ 

ｈ１ 

ｈ２ 

基礎ボルトの軸断面積 

第１脚の断面積 

第１脚の長手方向に対する有効せん断断面積 

第１脚の横方向に対する有効せん断断面積 

第１脚の長手方向に対するせん断断面積 

第１脚の横方向に対するせん断断面積 

第１脚底板の長手方向幅 

第１脚底板の横方向幅 

第１脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の２分の１ 

（胴の横方向） 

第１脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の２分の１ 

（胴の長手方向） 

周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得

られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

水平方向設計震度 

軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得

られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

鉛直方向設計震度 

胴の内径 

第１脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 

第１脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの長手方向

の距離 

脚の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1 又は SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

脚のせん断弾性係数 

基礎から第１脚の胴付け根部までの高さ 

基礎から胴の中心までの高さ 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

 

mm 

 

－ 

 

 

－ 

－ 

 

 

－ 

mm 

mm 

mm 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

＊  
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｈ 

Ｉｓｘ 

Ｉｓｙ 

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ

 

Ｋｃｊ，Ｋ ｊ

 

０ 

ｉ 

 

ｗ 

Ｍ１ 

Ｍ２ 

ｍ０ 

ｍｉ 

ｍｓ１ 

ｍｓ２ 

ｎ 

ｎ１ 

 

ｎ２ 

 

Ｒ１ 

Ｒ２ 

Ｓ 

Ｓａ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ）

 

ｓ 

Ｔ１ 

Ｔ２ 

Ｔ３ 

水頭 

第１脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント 

第１脚の横方向軸に対する断面二次モーメント 

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

脚中心間距離 

第１脚より各荷重までの距離（ここで第２脚側の距離は正，

その反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

当て板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ 

第１脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント 

第２脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント 

容器の運転時質量 

容器各部の質量（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

第１脚の質量 

第２脚の質量 

脚１個当たりの基礎ボルトの本数 

長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの

本数 

横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本

数 

第１脚の受ける荷重 

第２脚の受ける荷重 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 

胴及び脚の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の

40℃における値 

基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 

長手方向固有周期 

横方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

mm 

mm4 

mm4 

－ 

 

－ 

 

mm 

mm 

 

mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

－ 

－ 

 

－ 

 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

－ 

s 

s 

s 
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注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版を含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）

をいう。

 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

ｔ 

ｔｅ 

Ｚｓｘ 

Ｚｓｙ 

θ 

θ０ 

θｗ 

σ０ 

σ１ 

σ２ 

σｂ 

σＳ１ 

σＳ２ 

τｂ 

第１脚側胴板の厚さ 

第 1 脚付け根部における胴の有効板厚 

第１脚の長手方向軸に対する断面係数 

第１脚の横方向軸に対する断面係数 

引用文献(1)による胴の有効範囲角の２分の１ 

胴の第１脚端部より鉛直軸までの角度 

胴の第１脚端部より当板端部までの角度 

胴の一次一般膜応力の最大値 

胴の一次応力の最大値 

胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 

脚の一次応力の最大値 

脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 

mm 

mm 

mm3 

mm3 

rad 

rad 

rad 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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1.3 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりである。 

 

表 1－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa － － 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm － － 整数位＊1 

胴板の厚さ mm － － 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

 

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの構造計画を表 2－1 に示す。
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表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

横置一胴 

円筒形容器 

胴板を 4 個の脚で支

持し，脚をそれぞれ

基礎ボルトで基礎に

据え付ける。 

鏡板を有する横置

一胴円筒形 

 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 

6
 

 
胴板 脚

基礎 
基礎ボルト 



 

3. 評価部位 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの評価部位については，付録 2「横置

一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき，胴板，脚及び基

礎ボルトについて実施する。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの胴板，脚及び基礎ボルトの応

力評価については，付録 2「横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成

の基本方針」に記載の横置一胴円筒形容器モデルと脚の形状が異なることから，

詳細評価として他社プラントの工事計画にて実績のある有限要素解析手法を適

用する。 

(2) 解析コードはＡＢＡＱＵＳを使用する。 

なお，評価に用いる解析コードＡＢＡＱＵＳの検証及び妥当性確認等の概要に

ついては，付録 19「計算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に

示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状

態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの許容応力を表 4－3～表 4－4

に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの使用材料の許容応力のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4－6 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

注記 ＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3

 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊4 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

  

施設区分 機器名称 
耐震設計上の

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

Ｓ クラス３容器＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許 容 限 界 ＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金については上記値と

1.2・Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析

を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は行わない。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値

ⅤＡＳ＊2 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は行わない。 

注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

  

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ   ，（2.1・ｆｔ   －1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ   ，（2.1・ｆｔ   －1.6・τｂ）｝

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙ及びＳｙ（ＲＴ）をそれぞれ 1.2・Ｓｙ及び 1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替える。 

クラス３支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金

については，本読み替えを行わない。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

1
0
 

＊2＊
 

＊2＊
 

＊2＊ ＊2＊

＊2＊
 

＊2＊
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表 4－5 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa）

胴 板 SM50B 最高使用温度 60 304 471 ― 

脚 SM50B 周囲環境温度 309 480 ― 

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 231 394 ― 

表 4－6 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa）

胴 板 SM50B 最高使用温度 60 304 471 ― 

脚 SM50B 周囲環境温度 309 480 ― 

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 231 394 ― 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 
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長方形

長方形



4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルは，横置一胴円筒形容器の３次元シェルモデルを用いる。解析モデル図

を図 4－1 に，機器の諸元を表 4－7 に示す。 
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4.4 計算条件 

胴板の応力解析に用いる自重（胴板及び脚）及び荷重（地震荷重等）は，本計算書

の【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】の

設計条件及び機器要目に示す。 

4.5 固有周期の評価 

4.1 節で求めた固有周期から添付書類Ⅴ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，

水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

4.6 応力の評価 

4.6.1 胴板及び脚の応力評価 

4.1 節で求めた各部の応力最大値が胴板の最高使用温度及び脚の周囲環境温度

における許容応力Ｓａ以下であること。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの

場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの 0.6 倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイ

ト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金にあっては許容引張応力

Ｓの 1.2 倍の方が大きい場合

は，この大きい方の値とする。

設計引張強さＳｕの 0.6 倍 

一 次 応 力 上記の 1.5 倍の値 上記の 1.5 倍の値 

一 次 応 力 と 

二 次 応 力 の 和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの 2 倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 
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4.6.2 基礎ボルトの応力評価 

4.1 節で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ

以下であること。 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下で

あること。 

 

ƒｔｓ＝ 1.4・ƒｔｏ－ 1.6・τｂ    ・・・・・・・・・・・（4.6.2.1） 

かつ， 

ƒｔｓ≦ƒｔｏ     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.2） 

 

ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。 

 

 

 

 

弾 性 設 計 用 地 震 動Ｓ ｄ

又 は 静 的 震 度 に よ る  
荷重との組合せの場合  

基 準 地 震 動Ｓ ｓ に よ る

荷重との組合せの場合

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏ 
1.5 ・

2

Ｆ 
 

 

 
1.5 ・

2

Ｆ 
 

 

 

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂ 
1.5 ・

3 1.5・

Ｆ
 

 

1.5 ・
3 1.5・

Ｆ
 

 

 

  

＊
 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの設計基準対象施設としての耐震評

価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確

認した。 

 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場

合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有す

ることを確認した。 

 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 
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【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

 （m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
比重

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

Ｓ 
原子炉建屋 

EL. -4.0＊ 
ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

ｍ１ 

（kg） 

ｍ２ 

（kg） 

ｍ３ 

（kg） 

ｍ４ 

（kg） 

ｍ５ 

（kg） 

ｍ６ 

（kg） 

ｍ７ 

（kg） 

－ － － － － － － 

１

（mm） 
２

（mm） 
３

（mm） 
４

（mm） 
５

（mm） 
６

（mm） 
７

（mm） 

Ｍ１ 

（N･mm） 

Ｍ２ 

（N･mm） 

Ｒ１ 

（N） 

Ｒ２ 

（N） 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － － － 

ｍ０ 

（kg） 

ｍＳ１ 

（kg） 

ｍＳ２ 

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

ｔｅ

（mm） 
０

（mm） 

ｈ１ 

（mm） 

ｈ２ 

（mm） 

θｗ 

（rad） 
ｗ

（mm） 

－ － 1200 22.0 22.0 － － － － － 

Ｃ１ 

（mm） 

Ｃ２ 

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm4） 

Ｉｓｙ 

（mm4） 

Ｚｓｘ

（mm3） 

Ｚｓｙ

（mm3） 

θ０ 

（rad） 

θ 

（rad） 

－ － － － － － － － 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 

1
6
 

長方形

長方形

長方形



 
 
 
 
 

ＡＳ 

（mm2） 

ＥＳ 

（MPa） 

ＧＳ 

（MPa） 

ＡＳ１ 

（mm2） 

ＡＳ２ 

（mm2） 

ＡＳ３ 

（mm2） 

ＡＳ４ 

（mm2） 

－ 201000 － － － － － 

 
Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２ 

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

 
 

 
Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 
Ｓ（胴板）

（MPa）

Ｓｙ（脚） 

（MPa） 

Ｓｕ（脚） 

（MPa） 

Ｆ（脚） 

（MPa）

Ｆ （脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 

(16mm＜厚さ≦40mm)

471 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
－ 

309 

(16mm＜厚さ≦40mm)

480 

(16mm＜厚さ≦40mm)
－ － 

231 

(16mm＜径≦40mm)

394 

(16mm＜径≦40mm)
231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

（mm） 

ｂ 

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 

ｄ１ 

（mm） 

ｄ２ 

（mm） 

－ 4 － － － － 
452.4 

（M24） 
－ － 

＊
 

＊
 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 
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＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 



 
1.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

 

1.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 σ０ ＝ 90 σ０ ＝ 90 

一次 σ１ ＝ 107 σ１ ＝ 107 

一次＋二次 σ２ ＝ 31 σ２ ＝ 31 

 

1.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次 σＳ１ ＝ 80 σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 29 σＳ２ ＝ 29 

 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

引張り σｂ ＝ 9 σｂ ＝ 9 

せん断 τｂ ＝ 61 τｂ ＝ 61 

 

  

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 
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1.4 結論

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方  向 固 有 周 期 

長 手 方 向 

横 方 向 

鉛 直 方 向 

1.4.2 応力       （単位：MPa） 

注記 ＊：（4.6.2.2）式より算出 

すべて許容応力以下である。 

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 SM50B 

一 次 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト SS41 

引 張 り σｂ ＝ 9 ƒｔｓ ＝ 145 σｂ ＝ 9 ƒｔｓ ＝ 192 

せ ん 断 τｂ ＝ 61 ƒｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 61 ƒｓｂ ＝ 159 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 
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【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面

高さ 

 （m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
比重

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

－（Ｓｓ機能維持）
原子炉建屋 

EL. -4.0＊ 
－ － ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

ｍ１ 

（kg） 

ｍ２ 

（kg） 

ｍ３ 

（kg） 

ｍ４ 

（kg） 

ｍ５ 

（kg） 

ｍ６ 

（kg） 

ｍ７ 

（kg） 

－ － － － － － － 

１

（mm） 
２

（mm） 
３

（mm） 
４

（mm） 
５

（mm） 
６

（mm） 
７

（mm） 

Ｍ１ 

（N･mm） 

Ｍ２ 

（N･mm） 

Ｒ１ 

（N） 

Ｒ２ 

（N） 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － － － 

ｍ０ 

（kg） 

ｍＳ１ 

（kg） 

ｍＳ２ 

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

ｔｅ

（mm） 
０

（mm） 

ｈ１ 

（mm） 

ｈ２ 

（mm） 

θｗ 

（rad） 
ｗ

（mm） 

－ － 1200 22.0 22.0 － － － － － 

Ｃ１ 

（mm） 

Ｃ２ 

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm4） 

Ｉｓｙ 

（mm4） 

Ｚｓｘ

（mm3） 

Ｚｓｙ

（mm3） 

θ０ 

（rad） 

θ 

（rad） 

－ － － － － － － － 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 

2
1
 

長方形

長方形

長方形



 
 
 
 

ＡＳ 

（mm2） 

ＥＳ 

（MPa） 

ＧＳ 

（MPa） 

ＡＳ１ 

（mm2） 

ＡＳ２ 

（mm2） 

ＡＳ３ 

（mm2） 

ＡＳ４ 

（mm2） 

－ 201000 － － － － － 

 
Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２ 

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

 
ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 

ａ 

（mm） 

ｂ 

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 

ｄ１ 

（mm） 

ｄ２ 

（mm） 

－ 4 － － － － 
452.4 

（M24） 
－ － 

 
Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 
Ｓ（胴板）

（MPa）

Ｓｙ（脚） 

（MPa） 

Ｓｕ（脚） 

（MPa） 

Ｆ（脚） 

（MPa）

Ｆ （脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 

(16mm＜厚さ≦40mm)

471 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
－ 

309 

(16mm＜厚さ≦40mm)

480 

(16mm＜厚さ≦40mm)
－ － 

231 

(16mm＜径≦40mm)

394 

(16mm＜径≦40mm)
231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

  

＊
 

＊
 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 
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2.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

 

2.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

 

2.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

 

 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

引張り － σｂ ＝ 9 

せん断 － τｂ ＝ 61 

 

  

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 

2
3
 



2.4 結論

2.4.1 固有周期 （単位：s） 

方  向 固 有 周 期 

長 手 方 向 

横 方 向 

鉛 直 方 向 

2.4.2 応力        （単位：MPa） 

注記 ＊：（4.6.2.2）式より算出 

すべて許容応力以下である。 

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 － － σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 SM50B 

一 次 － － σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト SS41 

引 張 り － － σｂ ＝ 9 ƒｔｓ ＝ 192 

せ ん 断 － － τｂ ＝ 61 ƒｓｂ ＝ 159 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-2 R0 
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1. 一般事項

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の

設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクが設計用地

震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。その耐震評価は，

応力評価により行う。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクは，設計基準対象施設におい

ては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評

価を示す。 

1.1 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3

年）に準拠して評価する。

1 
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1.2 記号説明 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ

Ａｓ

Ａｓ１

Ａｓ２

Ａｓ３

Ａｓ４

ａ 

ｂ 

Ｃ１

Ｃ２

Ｃｃｊ

ＣＨ

Ｃ ｊ

ＣＶ

Ｄｉ

ｄ１

ｄ２

Ｅｓ

Ｆ 

Ｆ 

ƒｓｂ

ƒｔｏ

ƒｔｓ

Ｇｓ

ｈ１

ｈ２

基礎ボルトの軸断面積 

第１脚の断面積 

第１脚の長手方向に対する有効せん断断面積 

第１脚の横方向に対する有効せん断断面積 

第１脚の長手方向に対するせん断断面積 

第１脚の横方向に対するせん断断面積 

第１脚底板の長手方向幅 

第１脚底板の横方向幅 

第１脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の２分の１ 

（胴の横方向） 

第１脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の２分の１ 

（胴の長手方向） 

周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得

られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

水平方向設計震度 

軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得

られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

鉛直方向設計震度 

胴の内径 

第１脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 

第１脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの長手方向

の距離 

脚の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1 又は SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

脚のせん断弾性係数 

基礎から第１脚の胴付け根部までの高さ 

基礎から胴の中心までの高さ 

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

＊
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｈ 

Ｉｓｘ

Ｉｓｙ

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ

Ｋｃｊ，Ｋ ｊ

０

ｉ

ｗ

Ｍ１

Ｍ２

ｍ０

ｍｉ

ｍｓ１

ｍｓ２

ｎ 

ｎ１

ｎ２

Ｒ１

Ｒ２

Ｓ 

Ｓａ

Ｓｕ

Ｓｙ

Ｓｙ（ＲＴ）

ｓ 

Ｔ１

Ｔ２

Ｔ３

水頭 

第１脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント 

第１脚の横方向軸に対する断面二次モーメント 

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

脚中心間距離 

第１脚より各荷重までの距離（ここで第２脚側の距離は正，

その反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

当て板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ 

第１脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント 

第２脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント 

容器の運転時質量 

容器各部の質量（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

第１脚の質量 

第２脚の質量 

脚１個当たりの基礎ボルトの本数 

長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの

本数 

横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本

数 

第１脚の受ける荷重 

第２脚の受ける荷重 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 

胴及び脚の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の

40℃における値 

基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 

長手方向固有周期 

横方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

mm 

mm4

mm4

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

s 

s 

s 

3 



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
3
-
3 
R
0

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版を含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）

をいう。 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

ｔ 

ｔｅ

Ｚｓｘ

Ｚｓｙ

θ 

θ０

θｗ

σ０

σ１

σ２

σｂ

σＳ１

σＳ２

τｂ

第１脚側胴板の厚さ 

第 1 脚付け根部における胴の有効板厚 

第１脚の長手方向軸に対する断面係数 

第１脚の横方向軸に対する断面係数 

引用文献(1)による胴の有効範囲角の２分の１ 

胴の第１脚端部より鉛直軸までの角度 

胴の第１脚端部より当板端部までの角度 

胴の一次一般膜応力の最大値

胴の一次応力の最大値 

胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 

脚の一次応力の最大値 

脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 

mm 

mm 

mm3

mm3

rad 

rad 

rad 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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1.3 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりである。 

表 1－1 表示する数値の丸め方

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa － － 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長

さ

下記以外の長さ mm － － 整数位＊1

胴板の厚さ mm － － 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの構造計画を表 2－1 に示す。

5 



表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

横置一胴 

円筒形容器 

胴板を 4 個の脚で支

持し，脚をそれぞれ

基礎ボルトで基礎に

据え付ける。 

鏡板を有する横置

一胴円筒形 

胴板 脚 

基礎 
基礎ボルト 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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3. 評価部位 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの評価部位については，付録 2

「横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき，胴板，脚

及び基礎ボルトについて実施する。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの胴板，脚及び基礎ボ

ルトの応力評価については，付録 2「横置一胴円筒形容器の耐震性についての計

算書作成の基本方針」に記載の横置一胴円筒形容器モデルと脚の形状が異なるこ

とから，詳細評価として他社プラントの工事計画にて実績のある有限要素解析手

法を適用する。 

(2) 解析コードはＡＢＡＱＵＳを使用する。 

なお，評価に用いる解析コードＡＢＡＱＵＳの検証及び妥当性確認等の概要に

ついては，付録 19「計算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に

示す。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの荷重の組合せ及び許

容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

4.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの許容応力を表 4－3

～表 4－4 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの使用材料の許容応力

のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－6 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

注記 ＊：クラス２，３容器及びクラス２，３支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊4

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

Ｓ ―＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許 容 限 界 ＊1

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル

合 金 に つ い て は 上 記 値 と

1.2・Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析

を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は行わない。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ＊2

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0

以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は行わない。 

注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ  ，（2.1・ｆｔ  －1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝ 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙ及びＳｙ（ＲＴ）をそれぞれ 1.2・Ｓｙ及び 1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替える。 

クラス３支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合

金については，本読み替えを行わない。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

1
0
 

＊2＊ ＊2＊

＊2＊ ＊2＊

＊2＊

＊2＊

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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表 4－5 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓｕ

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa）

胴 板 SS41 最高使用温度 55 239 391 － 

脚 SS41 周囲環境温度 231 394 － 

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 231 394 － 

表 4－6 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓｕ

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa）

胴 板 SS41 最高使用温度 55 239 391 － 

脚 SS41 周囲環境温度 231 394 － 

基礎ボルト SS41 周囲環境温度 231 394 － 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルは，横置一胴円筒形容器の３次元シェルモデルを用いる。解析モデル図

を図 4－1 に，機器の諸元を表 4－7 に示す。 
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4.4 計算条件 

胴板の応力解析に用いる自重（胴板及び脚）及び荷重（地震荷重等）は，本計算書

の【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.5 固有周期の評価 

4.1 節で求めた固有周期から添付書類Ⅴ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，

水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

4.6 応力の評価 

4.6.1 胴板及び脚の応力評価 

4.1 節で求めた各部の応力最大値が胴板の最高使用温度及び脚の周囲環境温度

における許容応力Ｓａ以下であること。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの

場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの 0.6 倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイ

ト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金にあっては許容引張応力

Ｓの 1.2 倍の方が大きい場合

は，この大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの 0.6 倍 

一 次 応 力 上記の 1.5 倍の値 上記の 1.5 倍の値 

一 次 応 力 と 

二 次 応 力 の 和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの 2 倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 
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4.6.2 基礎ボルトの応力評価 

4.1 節で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ

以下であること。 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下で

あること。 

ƒｔｓ＝ 1.4・ƒｔｏ－ 1.6・τｂ  ・・・・・・・・・・・（4.6.2.1） 

かつ， 

ƒｔｓ≦ƒｔｏ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.2） 

ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓ ｄ

又 は 静 的 震 度 に よ る

荷重との組合せの場合

基準地震動Ｓ ｓ による

荷重との組合せの場合

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏ

1.5・
2

Ｆ
1.5・

2

Ｆ

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂ

1.5・
31.5・

Ｆ
1.5・

31.5・

Ｆ
＊

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの設計基準対象施設として

の耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有する

ことを確認した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの重大事故等時の状態を考

慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震

性を有することを確認した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 
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【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類

据付場所及び床面高さ

 （m） 

固有周期 （s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
比重 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 8.2＊
ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 静水頭 55 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

ｍ１

（kg） 

ｍ２

（kg） 

ｍ３

（kg） 

ｍ４

（kg） 

ｍ５

（kg） 

ｍ６

（kg） 

ｍ７

（kg） 

－ － － － － － －

１

（mm） 
２

（mm） 
３

（mm） 
４

（mm） 
５

（mm） 
６

（mm） 
７

（mm） 

Ｍ１

（N･mm） 

Ｍ２

（N･mm） 

Ｒ１

（N） 

Ｒ２

（N） 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － －

ｍ０

（kg） 

ｍＳ１

（kg） 

ｍＳ２

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

ｔｅ

（mm） 
０

（mm） 

ｈ１

（mm） 

ｈ２

（mm） 

θｗ

（rad） 

ｗ 

（mm） 

－ － 1800 9.0 12.0 － － － － －

Ｃ１

（mm） 

Ｃ２

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm4） 

Ｉｓｙ

（mm4） 

Ｚｓｘ

（mm3） 

Ｚｓｙ

（mm3） 

θ０

（rad） 

θ 

（rad） 

－ － － － － － － －

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 

1
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ＡＳ

（mm2） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 

ＡＳ１ 

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）

ＡＳ３

（mm2） 

ＡＳ４

（mm2） 

－ 201000 － － － － －

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２

－ － － －
－ － － － － － － －

－ － － －

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 
Ｓ（胴板）

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｆ（脚）

（MPa） 

Ｆ （脚) 

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

239 

(厚さ≦16 mm) 

391 

(厚さ≦16 mm) 
－ 

231 

(16mm＜厚さ≦40mm)

394 

(16mm＜厚さ≦40mm)
― ― 

231 

(16mm＜径≦40mm) 

394 

(16mm＜径≦40mm) 
231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２
ａ

（mm） 

ｂ

（mm） 

Ａｂ

（mm2） 

ｄ１

（mm） 

ｄ２

（mm） 

－ 4 － － － －
706.9 

（M30） 
－ －

＊

＊2

＊

＊1 ＊1
＊2

＊2 ＊2

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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1.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

1.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 σ０ ＝ 10 σ０ ＝ 10 

一 次 σ１ ＝ 52 σ１ ＝ 52 

一次＋二次 σ２ ＝ 359 σ２ ＝ 359 

1.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 σＳ１ ＝ 79 σＳ１ ＝ 79 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 332 σＳ２ ＝ 332 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り σｂ ＝ 15 σｂ ＝ 15 

せ ん 断 τｂ ＝ 70 τｂ ＝ 70 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 

1
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1.4 結論

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方 向 固 有 周 期 

長 手 方 向 

横 方 向 

鉛 直 方 向 

1.4.2 応力  （単位：MPa） 

注記 ＊：（4.6.2.2）式より算出 

すべて許容応力以下である。 

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SS41 

一次一般膜 σ０ ＝ 10 Ｓａ ＝ 235 σ０ ＝ 10 Ｓａ ＝ 235 

一 次 σ１ ＝ 52 Ｓａ ＝ 352 σ１ ＝ 52 Ｓａ ＝ 352 

一次＋二次 σ２ ＝ 359 Ｓａ ＝ 478 σ２ ＝ 359 Ｓａ ＝ 478 

脚 SS41 

一 次 σＳ１ ＝ 79 Ｓａ ＝ 346 σＳ１ ＝ 79 Ｓａ ＝ 355 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 332 Ｓａ ＝ 462 σＳ２ ＝ 332 Ｓａ ＝ 462 

基礎ボルト SS41 

引 張 り σｂ ＝ 15 ƒｔｓ ＝ 130 σｂ ＝ 15 ƒｔｓ ＝ 177 

せ ん 断 τｂ ＝ 70 ƒｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 70 ƒｓｂ ＝ 159 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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燃料油デイタンクの解析モデル

N
T
2
補
①

Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
3
-
3
R
0

20 



【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類

据付場所及び床面高さ

 （m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
比重 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

－ （Ｓｓ） 
原子炉建屋 

EL. 8.2＊
－ － ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 静水頭 55 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

ｍ１

（kg） 

ｍ２

（kg） 

ｍ３

（kg） 

ｍ４

（kg） 

ｍ５

（kg） 

ｍ６

（kg） 

ｍ７

（kg） 

－ － － － － － － 

１

（mm） 
２

（mm） 
３

（mm） 
４

（mm） 
５

（mm） 
６

（mm） 
７

（mm） 

Ｍ１

（N･mm） 

Ｍ２

（N･mm） 

Ｒ１

（N） 

Ｒ２

（N） 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － － 

ｍ０

（kg） 

ｍＳ１

（kg） 

ｍＳ２

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

ｔｅ

（mm） 
０

（mm） 

ｈ１

（mm） 

ｈ２

（mm） 

θｗ

（rad） 

ｗ 

（mm） 

－ － 1800 9.0 12.0 － － － － － 

Ｃ１

（mm） 

Ｃ２

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm4） 

Ｉｓｙ

（mm4） 

Ｚｓｘ

（mm3） 

Ｚｓｙ

（mm3） 

θ０

（rad） 

θ 

（rad） 

－ － － － － － － － 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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ＡＳ

（mm2） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 

ＡＳ１ 

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）

ＡＳ３

（mm2） 

ＡＳ４

（mm2） 

－ 201000 － － － － － 

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２
ａ

（mm） 

ｂ

（mm） 

Ａｂ

（mm2） 

ｄ１

（mm） 

ｄ２

（mm） 

－ 4 － － － － 
706.9 

（M30） 
－ － 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板）

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｆ（脚）

（MPa） 

Ｆ （脚) 

（MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

239 

(厚さ≦16mm) 

391 

(厚さ≦16mm) 
― 

231 

(16mm＜厚さ≦40mm)

394 

(16mm＜厚さ≦40mm)
― ― 

231 

(16mm＜径≦40mm) 

394 

(16mm＜径≦40mm) 
― 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

＊ ＊

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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2.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

2.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 10 

一 次 － σ１ ＝ 52 

一次＋二次 － σ２ ＝ 359 

2.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 15 

せ ん 断 － τｂ ＝ 70 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 79 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 332 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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2.4 結論

2.4.1 固有周期 （単位：s） 

方 向 固 有 周 期 

長 手 方 向 

横 方 向 

鉛 直 方 向 

2.4.2 応力  （単位：MPa） 

注記 ＊：（4.6.2.2）式より算出 

すべて許容応力以下である。 

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SS41 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 10 Ｓａ ＝ 235 

一 次 － － σ１ ＝ 52 Ｓａ ＝ 352 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 359 Ｓａ ＝ 478 

脚 SS41 

一 次 － － σＳ１ ＝ 79 Ｓａ ＝ 355 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 332 Ｓａ ＝ 462 

基礎ボルト SS41 

引 張 り － － σｂ ＝ 15 ƒｔｓ ＝ 177 

せ ん 断 － － τｂ ＝ 70 ƒｓｂ ＝ 159 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-3 R0 
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燃料油デイタンクの解析モデル
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 Ⅴ-2-10-1-3-7  高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水 

ポ  ポンプの耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプが設計用地震力に対

して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応

力評価及び機能維持評価により行う。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプは，設計基準対象施設においては既設のＳ

クラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事

故防止設備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

（1）たて軸ポンプ ポンプはポンプ

ベースに固定さ

れ，ポンプベー

スは基礎ボルト

で基礎に据え付

ける。 

ターボ形  

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-7 R0 

2
 

ポンプベース

原動機取付ボルト

原動機

吐出しエルボ

基礎ボルト

原動機台取付ボルト

ポンプ取付ボルト



3. 応力評価 

3.1 基本方針 

応力評価は，付録 5「たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐

震計算方法に基づき評価する。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態の

うち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 3－2に示す。 

3.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプの許容応力を表 3－3に示す。 

3.2.3 使用材料の許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプの使用材料の許容応力を表 3－4～

表 3－5に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属設備 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機用 

海水ポンプ 

Ｓ クラス３ポンプ＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス３ポンプの支持構造物を含む。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属設備 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機用 

海水ポンプ 

常設／防止 
重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ ＶＡＳ＊4

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ  Min｛1.5・ｆｔ ，（2.1・ｆｔ －1.6・τｂ）｝

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ  Min｛1.5・ｆｔ       ，（2.1・ｆｔ       －1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ  Min｛1.5・ｆｔ       ，（2.1・ｆｔ       －1.6・τｂ）｝

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙ及びＳｙ（ＲＴ）をそれぞれ 1.2・Ｓｙ及び 1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替える。 

      クラス３支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル 

合金については，本読替えを行わない。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 3－4 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓｕ

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa）

基礎ボルト 周囲環境温度 241 391 － 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 50 198 504 205 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 50 198 504 205 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 198 504 205 

表 3－5 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓｕ

（MPa）

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa）

基礎ボルト 周囲環境温度 241 391 － 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 50 198 504 205 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 50 198 504 205 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 198 504 205 

NT2 補① Ⅴ-2-10-1-3-7 R0 

6
 



4. 機能維持評価 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以

下に示す。 

4.1 機能維持評価方法 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種

と類似の構造及び振動特性を持っているため，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記

載の機能確認済加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度 

評価部位 形式 方向 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

ポンプ 
立形斜流 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形ころがり 

軸受電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結

果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

(3) 機能維持に対する評価 

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の

耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認

した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

(2) 機能維持に対する評価 

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。
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  【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機 器 名 称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期

（s） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

ポンプ振動

による震度

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

最高使用圧力 

（MPa） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機用海水ポンプ
Ｓ 

海水ポンプ室 

EL.0.3＊1 0.074 ＣＨ＝0.69＊2＊3 ＣＶ＝2.66＊3 ＣＨ＝0.69＊2＊4 ＣＶ＝2.66＊4 Ｃｐ＝0.09 50 0.70 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：動解析用の水平方向震度は，基準地震動Ｓｓに基づく動的解析より得られる応答値（ＨＷＬ 1次固有周期 0.074ｓ：ＣH＝2.68） 

（津波時引き波水位 1次固有周期 0.069ｓ：ＣH＝2.54） 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

＊4：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

1.2 機器要目 

(1) ボルト (2) コラムパイプ

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：室温で算出 

予想最大両振幅

（μm） 

回転速度 

（min-1） 

Ｈｐ＝  Ｎ＝

部 材 
ｍｉ

（kg）

 Ｄｉ（Ｌｉ）

（mm） 

Ａｂｉ

（mm2） 
ｎｉ ｎｆｉ

Ｍｐ

（N･mm） 

Ｓｙｉ

（MPa） 

Ｓｕｉ

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）ｉ

（MPa） 

Ｆｉ（MPa） 

部 材 
Ｄｃ

（mm） 
ｔ 

（mm）
弾性設計用地

震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動

Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
4 2 － 

241＊2

（径≦100mm）

391＊2

（径≦100mm）
－ 241 274 コラムパイプ 298.5 10.0 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
12 12 3.501×105 198＊1 504＊1 205＊3 205 205 

原動機台取付ボルト

（ｉ＝3） 
10 10 3.501×105 198＊1 504＊1 205＊3 205 205 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 3.501×105 198＊2 504＊2 205＊3 205 205 
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1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) コラムパイプに作用する力

部 材 

Ｍｉ（N･mm） Ｆｂｉ（N） Ｑｂｉ（N） 

部 材 

Ｍ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1）
1.332×107 1.332×107 2.834×104 2.834×104 2.656×104 2.656×104 コラムパイプ 5.666×106 5.666×106

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2）
6.186×106 6.186×106 7.244×103 7.244×103 1.219×104 1.219×104

原動機台取付ボルト

（ｉ＝3）
1.253×107 1.253×107 6.527×103 6.527×103 1.437×104 1.437×104

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4）
1.703×106 1.703×106 2.946×103 2.946×103 8.909×103 8.909×103

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

モード 固有周期 

水平１次 ＴＨ1＝0.074 

水平２次 ＴＨ2＝0.036 

鉛直１次 ＴＶ1＝0.035 

1.4.2 ボルトの応力 （単位：MPa） 1.4.3 コラムパイプの応力 （単位：MPa）

部 材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 部 材 材料 
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
コラムパイプ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基 礎 ボ ル ト 
引張り 基準地震動Ｓｓ 

せん断 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト 
引張り 1.4.4 動的機能の評価結果 （単位：×9.8 m/s2）

せん断 評価用加速度 機能確認済加速度 

原動機台取付ボルト
引張り 

ポンプ 
水平方向 0.57 10.0 

せん断 鉛直方向 2.22 1.0 

原動機取付ボルト 
引張り 

原動機 
水平方向 0.57 2.5 

せん断 鉛直方向 2.22 1.0 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：（3.3.2 式より算出） 評価用加速度が機能維持確認済加速度を超えていることから，次ページに詳

細評価結果を示す。 
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1.4.5 動的機能維持の詳細評価結果 

(1) ポンプ

機器名称 形 式 要求機能 

評価用加速度（×9.8 m/s2） 
機能確認済 

加速度 

（×9.8 m/s2）

ストッパの応力評価（MPa） 軸受荷重評価（N） 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ ストッパ

位 置＊

算出応力 許容応力 

軸受位置＊

軸受荷重 許容荷重 

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動

Ｓｓ

高圧炉心 

スプレイ系

ディーゼル 

発電機用 

海水ポンプ 

立形 
立 形

斜流式
β（Ｓｓ） 0.57 2.22 0.57 2.22 10.0 1.0 

取付ボル

ト①

軸受① 

軸受② 

軸受

③ 

下側 

上側 

取付ボル

ト②

軸受

④ 

下側 

上側 

軸受

⑤ 

下側 

上側 

注：要求機能の分類は以下による。 

α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの 

β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの 

注記 ＊：耐震性についての計算結果モデル図参照 

以上から次のことを確認した。 

算出応力 ≦ 許容応力 

軸受荷重 ≦ 許容荷重 
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(2) 電動機

機器名称 形 式 要求機能 

評価用加速度（×9.8 m/s2） 
機能確認済加速度

（×9.8 m/s2） 

軸の応力評価（MPa） 軸受荷重評価＊（N） 

弾性設計用地震動

Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

算出応力 許容応力 軸受荷重 許容荷重 

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

高圧炉心 

スプレイ系

ディーゼル 

発電機用 

海水ポンプ 

立形 
ころがり 

軸受機 
β（Ｓｓ） 0.57 2.22 0.57 2.22 2.5 1.0 

注記 ＊：軸受荷重評価については，上段が電動機上部軸受，下段が電動機下部軸受の結果を示す。 

以上から次のことを確認した。 

算出応力 ≦ 許容応力 

軸受荷重 ≦ 許容荷重 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標（mm） 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

13 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点

番号 

材料 

番号 

断面積 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

（mm4） 

断面二次 

極モーメント 

（mm4） 

1 1-2 1 6.362×105 1.272×106

2 2-3 1 6.362×105 1.272×106

3 3-4 1 6.362×105 1.272×106

4 4-45 1 6.362×105 1.272×106

5 45-5 1 5.555×105 1.111×106

6 5-6 1 4.715×106 9.431×106

7 6-7 1 4.715×106 9.431×106

8 7-8 1 4.909×106 9.817×106

9 8-9 1 2.330×106 4.659×106

10 9-10 1 4.909×106 9.817×106

11 10-46 1 4.715×106 9.431×106

12 46-11 1 4.715×106 9.431×106

13 11-12 1 4.909×106 9.817×106

14 12-13 1 4.909×106 9.817×106

15 13-14 1 1.771×106 3.542×106

16 14-15 1 1.771×106 3.542×106

17 15-16 1 2.011×106 4.021×106

18 16-17 2 2.485×107 4.970×107

19 17-18 3 2.562×106 5.125×106

20 18-49 3 6.678×106 1.336×107

21 19-20 3 8.762×105 1.752×106

22 21-22 1 3.010×107 6.020×107

23 22-23 1 3.532×108 7.063×108

24 23-24 1 3.532×108 7.063×108

25 24-25 1 3.532×108 7.063×108

26 25-47 1 3.532×108 7.063×108

27 47-26 1 3.532×108 7.063×108

28 26-27 1 1.154×108 2.308×108

29 27-28 1 1.154×108 2.308×108

30 28-29 1 1.154×108 2.308×108

31 29-30 1 1.154×108 2.308×108

32 30-31 1 1.154×108 2.308×108

33 31-48 1 1.154×108 2.308×108

34 48-32 1 1.154×108 2.308×108

35 32-33 1 1.154×108 2.308×108

36 33-34 1 1.705×108 3.411×108

37 34-35 1 1.705×108 3.411×108

38 35-36 1 1.705×108 3.411×108

39 43-37 2 7.981×1010 1.596×1011

40 43-38 2 3.841×1010 7.682×1010

41 38-39 2 6.070×109 1.214×1010

42 39-40 4 4.530×108 9.060×108

43 40-50 4 4.530×108 9.060×108

44 41-42 4 3.802×108 7.604×108

45 49-19 3 4.909×106 9.817×106

46 50-41 4 4.530×108 9.060×108

N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
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3
-
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばねの方向 ばね定数 

2 23 1 

4 25 1 

7 28 1 

9 30 1 

11 32 1 

18 40 1 

19 41 1 

27 44 1 

19 41 2 

34 37 2 

34 37 6 
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(4) 節点の付加質量

節点番号 
付加質量 

（kg） 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

16 
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(5) 材料物性値

材料番号 
温  度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

ポアソン比 

（ － ） 
材  質 

1 1.93×105 0.3 

2 2.01×105 0.3 

3 2.06×105 0.3 

4 2.06×105 0.3 
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Ａ～Ａ矢視図 Ｂ～Ｂ矢視図 Ｃ～Ｃ矢視図 Ｄ～Ｄ矢視図 ｚ
ｘ

ｙ

４

２０

ポンプ取付ボルト

Ｌ１

原動機取付ボルト

１
５
０

原動機台取付ボルト

基礎ボルト

耐震サポート

取付ボルト② 

（耐震サポート）

取付ボルト① 

（耐震サポート）

軸受①

軸受②

軸受③

軸受④

軸受⑤



2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び

床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

最高使用圧力 

（MPa） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機用海水ポンプ

－ 

（Ｓｓ機能維

持） 

海水ポンプ室 

EL.0.3＊1 0.074 － － ＣＨ＝0.69＊2＊4 ＣＶ＝2.66＊4 Ｃｐ＝0.09 50 0.70 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：動解析用の水平方向震度は，基準地震動Ｓｓに基づく動的解析より得られる応答値（ＨＷＬ １次固有周期 0.074ｓ：ＣH＝2.68） 

（津波時引き波水位 １次固有周期 0.069ｓ：ＣH＝2.54） 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

＊4：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

2.2 機器要目 

(1) ボルト (2) コラムパイプ

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：室温で算出

予想最大両振幅

（μm） 

回転速度 

（min-1） 

Ｈｐ Ｎ

部 材 
ｍｉ

（kg）

 Ｄｉ（Ｌｉ）

（mm） 

Ａｂｉ

（mm2） 
ｎｉ ｎｆｉ

Ｍｐ

（N･mm） 

Ｓｙｉ

（MPa） 

Ｓｕｉ

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）ｉ

（MPa） 

Ｆｉ（MPa） 

部 材 
Ｄｃ

（mm）
ｔ 

（mm）
弾性設計用地

震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動

Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
4 2 － 

241＊2

（径≦100mm）

391＊2

（径≦100mm）
－ － 274 コラムパイプ 298.5 10.0 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
12 12 3.501×105 198＊1 504＊1 205＊3 － 205 

原動機台取付ボルト

（ｉ＝3） 
10 10 3.501×105 198＊1 504＊1 205＊3 － 205 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 3.501×105 198＊2 504＊2 205＊3 － 205 
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) コラムパイプに作用する力

部 材 

Ｍｉ（N･mm） Ｆｂｉ（N） Ｑｂｉ（N） 

部 材 

Ｍ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1）
－ 1.332×107 － 2.834×104 － 2.656×104 コラムパイプ － 5.666×106

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2）
－ 6.186×106 － 7.244×103 － 1.219×104

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝3）
－ 1.253×107 － 6.527×103 － 1.437×104

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4）
－ 1.703×106 － 2.946×103 － 8.909×103

2.4 結論 

2.4.1 固有周期 （単位：s） 

モード 固有周期 

水平１次 ＴＨ1＝0.074 

水平２次 ＴＨ2＝0.036 

鉛直１次 ＴＶ1＝0.035 

2.4.2 ボルトの応力 （単位：MPa） 2.4.3 コラムパイプの応力 （単位：MPa）

部 材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 部 材 材料 
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
コラムパイプ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
－ － 

基 礎 ボ ル ト 
引張り － － 基準地震動Ｓｓ 22 283 

せん断 － － すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト 
引張り － － 2.4.4 動的機能の評価結果  （単位：×9.8 m/s2）

せん断 － － 評価用加速度 機能確認済加速度 

原動機台取付ボルト 
引張り － － 

ポンプ 
水平方向 0.57 10.0 

せん断 － － 鉛直方向 2.22 1.0 

原動機取付ボルト 
引張り － － 

原動機 
水平方向 0.57 2.5 

せん断 － － 鉛直方向 2.22 1.0 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：（3.3.2 式より算出） 評価用加速度が機能維持確認済加速度を超えていることから，次ページ

に詳細評価結果を示す。 
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2.4.5 動的機能維持の詳細評価結果 

（1） ポンプ

機器名称 形 式 要求機能 

評価用加速度（×9.8 m/s2） 
機能確認済 

加速度 

（×9.8 m/s2） 

ストッパの応力評価（MPa） 軸受荷重評価（N） 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ ストッパ

位 置＊

算出応力 許容応力 

軸受位置＊

軸受荷重 許容荷重 

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

高圧炉心 

スプレイ系

ディーゼル 

発電機用 

海水ポンプ 

立形 
立 形

斜流式
β（Ｓｓ） － － 0.57 2.22 10.0 1.0 

取付ボル

ト①

軸受① － 434.3 － 1.412×104

軸受② － 3.472×103 － 1.412×104

軸受

③ 

下側 － 3.452×103 － 2.353×104

上側 － 3.452×103 － 2.353×105

取付ボル

ト②

軸受

④ 

下側 － 2.259×103 － 2.353×104

上側 － 2.259×103 － 2.353×105

軸受

⑤ 

下側 － 4.141×103 － 2.353×104

上側 － 4.141×103 － 2.353×105

注：要求機能の分類は以下による。 

α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの 

β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの 

注記 ＊：耐震性についての計算結果モデル図参照 

以上から次のことを確認した。 

算出応力 ≦ 許容応力 

軸受荷重 ≦ 許容荷重 

（2） 電動機

機器名称 形 式 要求機能 

評価用加速度（×9.8 m/s2） 
機能確認済加速度

（×9.8 m/s2） 

軸の応力評価（MPa） 軸受荷重評価＊（N） 

弾性設計用地震動

Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

算出応力 許容応力 軸受荷重 許容荷重 

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ

基準地震動 

Ｓｓ

高圧炉心 

スプレイ系

ディーゼル 

発電機用 

海水ポンプ 

立形 
ころがり 

軸受機 
β（Ｓｓ） － － 0.57 2.22 2.5 1.0 

注記 ＊：軸受荷重評価については，上段が電動機上部軸受，下段が電動機下部軸受の結果を示す。 

以上から次のことを確認した。 

算出応力 ≦ 許容応力 

軸受荷重 ≦ 許容荷重 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座（mm） 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

22 

N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
3
-
7 
R
0
 



(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点

番号 

材料 

番号 

断面積 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

（mm4） 

断面二次 

極モーメント 

（mm4） 

1 1-2 1 6.362×105 1.272×106

2 2-3 1 6.362×105 1.272×106

3 3-4 1 6.362×105 1.272×106

4 4-45 1 6.362×105 1.272×106

5 45-5 1 5.555×105 1.111×106

6 5-6 1 4.715×106 9.431×106

7 6-7 1 4.715×106 9.431×106

8 7-8 1 4.909×106 9.817×106

9 8-9 1 2.330×106 4.659×106

10 9-10 1 4.909×106 9.817×106

11 10-46 1 4.715×106 9.431×106

12 46-11 1 4.715×106 9.431×106

13 11-12 1 4.909×106 9.817×106

14 12-13 1 4.909×106 9.817×106

15 13-14 1 1.771×106 3.542×106

16 14-15 1 1.771×106 3.542×106

17 15-16 1 2.011×106 4.021×106

18 16-17 2 2.485×107 4.970×107

19 17-18 3 2.562×106 5.125×106

20 18-49 3 6.678×106 1.336×107

21 19-20 3 8.762×105 1.752×106

22 21-22 1 3.010×107 6.020×107

23 22-23 1 3.532×108 7.063×108

24 23-24 1 3.532×108 7.063×108

25 24-25 1 3.532×108 7.063×108

26 25-47 1 3.532×108 7.063×108

27 47-26 1 3.532×108 7.063×108

28 26-27 1 1.154×108 2.308×108

29 27-28 1 1.154×108 2.308×108

30 28-29 1 1.154×108 2.308×108

31 29-30 1 1.154×108 2.308×108

32 30-31 1 1.154×108 2.308×108

33 31-48 1 1.154×108 2.308×108

34 48-32 1 1.154×108 2.308×108

35 32-33 1 1.154×108 2.308×108

36 33-34 1 1.705×108 3.411×108

37 34-35 1 1.705×108 3.411×108

38 35-36 1 1.705×108 3.411×108

39 43-37 2 7.981×1010 1.596×1011

40 43-38 2 3.841×1010 7.682×1010

41 38-39 2 6.070×109 1.214×1010

42 39-40 4 4.530×108 9.060×108

43 40-50 4 4.530×108 9.060×108

44 41-42 4 3.802×108 7.604×108

45 49-19 3 4.909×106 9.817×106

46 50-41 4 4.530×108 9.060×108

N
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばねの方向 ばね定数 

2 23 1 

4 25 1 

7 28 1 

9 30 1 

11 32 1 

18 40 1 

19 41 1 

27 44 1 

19 41 2 

34 37 2 

34 37 6 
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(4) 節点の付加質量

節点番号 
付加質量 

（kg） 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

25 

N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
3
-
7 
R
0
 



(5) 材料物性値

材料番号 
温  度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

ポアソン比 

（ － ） 
材  質 

1 1.93×105 0.3 

2 2.01×105 0.3 

3 2.06×105 0.3 

4 2.06×105 0.3 
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Ⅴ-2-10-1-3-8  高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用 

    海水ストレーナの耐震性についての計算書 
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1.  一般事項 

  本計算書は，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレーナの耐震性につ

いての計算方法と計算結果を示す。 

1.1 適用基準 

  本書における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 62 年 8 月）に準拠する。 

 

1.2 計算条件 

(1) ストレーナ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力はストレーナに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) ストレーナは基礎ボルトで基礎に固定された固定端とする。ここで，基礎について

は剛となるよう設計する。 

(4) 転倒方向は図 1－1により検討し，計算条件の厳しい方で耐震性についての計算を

行う。 

 

図 1－1 概 要 図 

1.3 設計条件 

(1) 使用材料 

部 材 使用材料 

基礎ボルト SS400 

l1 l2 

h
m g 

h m g 
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1.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力（１本当たり） N 

 ｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

 ｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

 ｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 基礎から重心までの距離 mm 

 1 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 mm 

 2 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 mm 

ｍ 運転時質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 － 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

π 円周率 － 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注 1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ        

ＮＣ１－2005（2007 年追補版含む。））（日本機械学会 2007 年 9月）をいう。 

注 2： 1≦ 2 

 

＊
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1.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保すること。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりとする。 

表 1－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

 

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

   高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレーナの構造計画を表 2－1に示す。 
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表2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

(1)ストレーナ ストレーナは胴

と一体の脚で支

持し，脚を基礎

ボルトで支持す

る。 

容器 

4
 

軸方向 軸直角方

基礎ボルト 

h 
m g 

hm g 

脚 

ストレーナ胴体 
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3. 計算方法  

3.1 固有周期の計算方法 

   高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレーナは 1 個の大きなブロック状

をしており，重心の位置がブロック状のほぼ中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて

固定されている。したがって全体を一つの剛体とみなせるため，固有周期は十分に小さ

く，固有周期の計算は省略する。 

 

3.2 応力の計算方法 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレーナの荷重の組合せ及び許

容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレーナの許容応力を表 3－3 に  

示す。 

 

3.2.3 使用材の許容応力 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレーナの使用材料の許容応力

のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－4に，重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 3－5 に示す。 
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表3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機用 

海水ストレーナ 

Ｓ クラス３容器＊ 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

表3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機用 

海水ストレーナ 

常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊4 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

 許 容 限 界＊1 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ ｔ 1.5・ ｓ Min{1.5・ ｔ，2.1・ ｔ－1.6・τｂ} 

ⅣＡＳ   1.5・ ｔ 
＊2   1.5・ ｓ 

＊2 Min{1.5・ ｔ 
＊2，2.1・ ｔ 

＊2－1.6・τｂ} 

 ⅤＡＳ＊3   1.5・ ｔ 
＊2   1.5・ ｓ 

＊2 Min{1.5・ ｔ 
＊2，2.1・ ｔ 

＊2－1.6・τｂ} 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙを1.2・Ｓｙと読み替える。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。

7
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表3－4 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 231 394 

表3－5 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 231 394 

8

長方形

長方形



 

9 

N
T
2
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
3
-
8 
 
R
0 

3.2.4 基礎ボルトの応力 

     基礎ボルトの応力は，地震による引張応力とせん断応力について計算する。 

 

図 3－1 計算モデル 

 

   (1) 引張応力 

    基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 3－1 で基礎ボルトを支点

とする転倒を考え，これを片側の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

    引張力 

      Ｆb＝                     

・・・・・・ (3.2.1) 

 

    引張応力 

σb＝   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (3.2.2) 

 

    ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは 

      Ａｂ＝  ・ｄ2  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  (3.2.3) 

 

    ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は

行なわない。 

 

   (2) せん断応力 

    基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

    せん断力 

      Ｑｂ＝ＣＨ・ｍ・ｇ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (3.2.4) 

 

    せん断応力 

      τｂ＝      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (3.2.5) 

転倒方向

h m g 

l1 l2 

(l1≦l2)

ｍ・ｇ・ＣＨ・ｈ－ｍ・ｇ・(1－ＣＶ)・ 2 

ｎｆ・（ 1＋ 2） 

Ｆｂ

Ａｂ

π 
4 

  Ｑｂ  

ｎ・Ａｂ
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4. 評価方法 
4.1 応力の評価 

4.1.1 基礎ボルトの応力評価 

     3.2.4 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは，次式より求めた許容引張応力    

ｔｓ以下であること。 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力  ｓｂ以下であ

ること。 

       ｔｓ＝1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ  ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.1.1) 

      かつ， 

       ｔｓ≦ ｔｏ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.1.2) 

      ただし， ｔｏ及び  ｓｂは下表による。 

 

 

5. 評価結果 

5.1 設計基準対象設備としての評価結果 

  高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレーナの設計基準対象施設として

の耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有するこ

とを確認した。 

（1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価 

弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。  

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレーナ重大事故等対処設備として

の耐震評価結果は，環境条件が設計基準対象設備と同じであり，耐震評価結果も同じ

であることから，記載を省略する。 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度による荷重との組合せ

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

許容引張応力 

 ｔｏ 

 

 

許容せん断応力 

 ｓｂ 
  

Ｆ 
・1.5 

2 

Ｆ 
・1.5 

2 

3 √

Ｆ 
・1.5 

1.5・ 3 √ 

Ｆ 
・1.5 

1.5・ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*
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【 高 圧炉 心ス プレ イ系 ディ ーゼ ル発 電 機用 海水 スト レー ナの 計算 結果 】  

1. 設計 基準 対象 施設  

1.1 設 計条 件  

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ

(m) 
固有周期(s)

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機用

海水ストレーナ 

Ｓ 
海水ポンプ室 

EL. 0.30＊1 
―*2 ＣＨ＝0.81*3 ＣＶ＝1.23*3 ＣＨ＝1.38*4 ＣＶ＝2.70*4 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

＊4：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

1.2 機 器要 目  

部 材  
ｍ  

（ kg）  

ｈ  

（ mm）  

1 

（ mm）  

2 

（ mm）  

Ａ ｂ  

（ mm2）  
n ｎ ｆ  

基 礎 ボル ト  4 2 

部 材  
Ｓ ｙ  

（ MPa）  

Ｓ ｕ  

（ MPa）  

Ｆ （ MPa）  

転 倒 方向弾 性 設計 用地 震動 Ｓｄ

又 は 静的 震度  
基 準 地震 動Ｓ s 

基 礎 ボル ト  
231 *

( 1 6m m＜ 径 ≦ 40mm) 
394 * 231 276 軸 直 角  

1
1
 

注記＊：周囲環境温度で評価

転倒方向

(l1≦l2)

l1 l2

hm g 

長方形

長方形
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 1.3 計算 数値  

ボ ル トに 作用 する 力                           (単位 ： N) 

部  材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 1.020×104 2.396×104 1.628×104 2.774×104 

 

 1.4 結   論  

ボ ル トの 応力                                             (単 位： MPa) 

部  材 材  料 応  力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 

引 張 り σｂ ＝ 33  ｔｓ＝ 173* σｂ ＝ 77  ｔｓ＝ 207* 

せ ん 断 τｂ ＝ 13  ｓｂ＝ 133 τｂ ＝ 22  ｓｂ＝ 159 

すべて許容応力以下である。                                             注記＊：(4.1.2)式より算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
2
 




